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は じ め に

労働力人口は国あるいは社会の生存と発展の基本的条件であるo労働力人口の大きさは,

その国の人口の大きさ,男女 .年齢構造ならびにその国の社会的,経済的条件による男女 ･

年齢別労働力参加率によって決定される｡また,労働力人口の大きさ.男女 ･年齢別構造は,

その国の出生率,死亡率によって,また国内の地域労働力人口はこれらの人口動態要因のは

かに,人口移動によっても影響を受ける｡

労働力人口の重要性はその量のみによって決定されるわけではないO人間資本とか人間投

資といったことが強調されるようになってきたが,これは経済発展あるいは開発に対する高

い質の労働力の高い貢献度が,理論的にも明らかにされてきたことによるものである｡

第2次大戦後における日本の労働力人口は,異例的な人口転換によって,その大きさと男

女 ･年齢別構造は捜経にして異常な変化の過程をたどってきた｡高学歴化による青年人口の

労働力参加率の異常な低下,高齢人口の高い労働力参加率の維持等は.その変化 特徴の一

端である｡

高度経済成長は日本の産業構造を大きく変化せしめたし,科学 ･技術の飛躍的な進歩は職

業構造の多様化と高度化をもたらした｡労働力人口も,産業と職業のこのような革新的な変

化に対応して,量的,質的変化を示した｡

本研究は.欧米先進国とは異なった経済晩 社会的,文化的条件をもった日本の第2次大

戦後における発展の歩みを,労働力人口の観点から分析したものである｡

本報告書の作成にあたっては, この分野の専門の先生方の特別の御協力をいただいたこと

に対し,厚く御礼を申し上げたい｡

終わりに,本書制作事業にあたり.多大な乙支援をいただいた(財)日本船舶振興会 (笹川

良-会長)ならびに国連人u活動基金 (R.サラス事務局長)に感謝申し上げるo

昭和61年12月

財団法人 アジア人口.開発協会

理事長 田 中 龍 夫





はしがき 本書の目的と総括

第 1章 労働力人口と開発

1 労働力の人u学

2 労働力参加率

3 男女･年齢別労働力率

4 粗活動率と年齢別人口分布構造

5 労働力人口と開発

第2章 労働力人口と経済発展

1 生産年齢人口の変化

2 労働力率の変化

3 労働力人口の変化

4 東宝済発展と就業者の増加

5 就業者の年齢と産業構造

第3章 労働力人口と高齢化

1 労働力人口の高齢化

m 高齢化の推移

(21企業内での高齢化

2 高齢者の就業機会

(1)高齢者の就業率

(2)高年労働力癌絹の道

第4章 労働力人Ljと技術革新

1 技術革新の進展

(ll資本ストックの蓄積



121就業者の増加

t3)労働装備率の上昇

(4)労働生産性の向上

15)労働力の質的変化

2 高度成長期の技術革新

(1)技術革新の特徴

12)労働生産性の上昇と雇用の増加

(3)労働力の質的変化

3 最近のME化技術革新の影響

(1)技術革新の進展と特徴

(21雇用面における変化

第5章 労働力人口の地域分布

1 労働力人口の地域的配置

2 労働力人口の地域別変動の特徴

3 労働力人tjの地域別男女別年齢別構造

6

7

8

8

1

･.･1

3

5

6

6

00

5

5

5

5

6

6

6

6

6

6

6

71

73

73

76

4 労働力人口の産業別構造の地域的差異 79

5 労働力人口の教育程度の地域的差異

第 6章 労働力人口の将来推計

l 本稿のEl的

2 将来の労働力供給の推計方法

3 労働力人口供給過剰時代の将来推計

(11戦前における推計

(21戦後直後から1960年までの推計

82

4 若年労働力の供給減少時代の将来推計 ･ -98

5 人口高齢化期の労働力人口の将来推計 :2000年までの課題 ･P. ･99

6 ま と め 100



はしがき 本書の目的と総楕

日本大学人口研究所名誉所長

黒 田 俊 夫





本書の目的と絶括

開発の最大の要素は労働力である｡労働力という部分人口の大きさとその質は,その国

の開発と生存を決定する基本的条件であるO労働力の量に対して質の側面のもつ重要性が強

調されるようになったのは,第2次大戦後である｡労働力の竜の増大が経済発展に対し重要

な影響をもっていることはいうまでもないが,労働力自体の質の昌献度が明らかにされるに

至るとともに,教育を中心とする人間投資が重要視されるように至った｡先進諸国における出

生率の低下傾向にともなう労働力供給量の減少が確実祝されるようになってきたことは,こ

のような労働力の質の評価の意義の強調と無関係ではない｡

しかし.労働力人口の決定要因はかなり複雑である｡労働力の大きさは,年齢別男子の労

働力参加率,年齢別女子の労働力参加率および人口の年齢別･男女別構造によって決定され

る｡さらに,この人口の年齢別･男女別構造は,その人口の出生率,死亡率,人口移動率に

よって決定される｡しかし.同時に考慮を要する問題は,労働力への参加を決定する社会晩

文化札 経済的要因である｡とくに,女子の労働力参加率に対する文化晩 社会的 (あるい

は宗教的)要因の影響は重要であるoさらにまた.このような労働力参加率が産業構造の変

化 職業の多様化,教育水準の上昇等の社会経済的進歩によって変化していくことも明らか

である｡

本書は,日本における労働力人口を開発との関係において行った,かなり広汎な領域にま

たがる研究である0

第 1章は r労働力人口と開発｣という本書の課題についての総論的Ii意義をもっている｡

｢労働力人口学｣といったアプローチの提唱,労働力参加率の総数としての組活動率の安定粗

目本の労働力参加率,男女･年齢別労働力参加率の歴史的変化 粗活動率と年齢別人口分布変戟

との関取 労働力人tjの質的側面の重要性といった基本的な問題がとりあげられている｡

第2章は ｢労働力人口と経済発展｣をあつかっている｡労働力人口の母休である生産年齢

人口の変化,労働力率の変化,労働力人口の変化,就業者の観点からみた経済発見 そして

最後に就業者の年齢と産業構造の問題がとりあげられているo最後に▲著者は,日本では労

働力人口と経済発展の関係は有利な相互補完関係によって高度経済成長を遂げてきたが, こ

れからの将来においては人口高齢化による幾多の困難な問題が生ずることを指摘している｡

第3章は ｢労働力人Uと高齢化｣を分析している｡人口高齢化と労働力人口の高齢化.企

業内における高齢化,高齢者の就業機会とその特徴の分析,また将来労働力人口の推計を行
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労働力人口と開発

1 労働力の人口学

労働と生産は人間の生存と存続にとっての基本的条件である｡食べものの採集,狩猟の段

階から高度工業化の今日の段階に至るまで,その文明と発展のすべての段階において人間は

自身の生活と社会の二-ズの要請の充足のために活動をしてきた｡しかし,時の経過と文化

文明の輝かしい発展にともなって,人間の労働の性質も画期的な変化を示した｡科学技術の

進歩,専門化 ･分業の増大,経済機能や社会自身の革命的変化にともなって,人間のこ-

ズも多様化するとともにその生産能力も著しく増大するに至った｡いいかえれば,人間の仕

事の量,質ならびに性格の大変化が生じた｡

労働力は,経済的活動人口とよばれるように人口の一部分として,経済的範晴に属すると同

時に人口学の範晴でもある｡したがって,労働力は,人間集団の科学としての人口学の研究

領域に含めることができる｡

一国の労働力人Uの大きさ,総人口に占める割合は,その国の経済の生産能力や1人当た

り所得水準と重要な関係をもっている｡このような労働力の量とともに重要なのは労働力の

質である｡労働力人目の男女別,年齢別構造もいわば労働力のlつの質的側面をあらわすも

のであるが,さらに熟#,経験,才能,教育水準,健康等は生産力や経済成長の潜在力の重

要な決定要因である｡経済発展における人間の質,とくに教育の貢献度については,第2次

大戦後多くの経済学者によって論証されてきた｡とくに,最近では.経済を進歩発展させる

基本的な原動力は,人間が手に入れる能九 つまり教育,技台E.健康だとし, これを証明し

ょぅとしたシュルツ教授の ｢人口の質の経済学｣lbS注目される｡

労働力人口の大きさ,その変化.構造,および分布は主として人Lj学的要因である人口の

大きさ,人口の男女･年齢別構造,人口移動によって決定されるoさらにまた,人口の大き

さ.男女･年齢別構造は出生率,死亡率および移動によって決定される｡男女･年齢別にみ

た労働力参加率は社会的,文化的,経済的要因によって決定されるが, これらの要因には人

口の配偶関係,結婚年酪 出生率,死亡率,結婚率,離婚率等の幾多の人tj要因がふくまれ

ている｡教習期間の延長,定年制あるいは生活様式の変化といった幾多の文化的,経済的要

因が労働力参加率に影響をもたらすことになるが,労働力の変動の研究を人口学の観点から

総合的に研究する分野を "労働力人口学dとよぶ ことができよう｡
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2 労働力参加率

全人口に対する労働力人口の占める割合は粗活動率とよばれるが,これについては注目す

べきデュラン (Durand)2)の研究がある｡これは1946年から1966年に至る20年間におけるク

ロス･セクショナル分析であるが,開発水準によってこの粗活動率がU字型のパターンの存

在を明らかにしたOとくに,女子の労働力参加率が開発途上国で最高を示し,開発の中間水

準領域で低下し.そしてさらに開発水準の上昇とともに再び増大するといった傾向である｡

近代化にともなって粗活動率が低下するといった理論もあるが,必ずしもそうとばかりはい

えないようである｡農業社会から工業社会への高度化にともなって生産力は増大し,また教

育水準の増大 人口年齢構造の変化といった諸要因が労働力参加率に影響を与えることにな

るだ桝こ,粗活動率の変化はきわめて綾雑であるといえよう｡

大正9年 (1920年)以降における日本の労働力人口の粗活動率および女子労働力人口の割

合.経済的従属人口指数について示すと表1の如くである｡

粗活動率は戦前から低下傾向がみられ,戦後の1950年には43.2%の最低に達し,その後

1970年に至るまで20年間にわたって増大傾向を示したOこの増加期間はほぼ高度経済成長期

にあたっている｡その後1975年に若干低下したがそのあと今日に至るまで増加傾向を示し,

1985年には再び50%水準に接近してきた｡労働力人口全休に占める女子労働力人口の割合は

戦前の35%～37%から戦後には39%の水準に増大した｡しかし,1975年にはいっきよに36.9

%と,1970年の391%よりも2.2ポイントも低下した｡おそらく,1973年の第1次オイルショ

ックによる景気後退の影響を受けたものと思われる｡しかし,この1975年の36.9%のあと

1980年には37,7%,1985年には38.5%と着実な増加の傾向を示していることが注目される｡

100人の働いている人口が扶養する非活動人口を経済的従属人口指敬 (生産年齢人口100人

に対する子供と老年人口の合計は年齢従属人口指数- agedcpcndcncyratio- 紘,年齢

を基準としているのに対し.この経済的従属人口指数は働いている者に対する働いていない

者の割合であって,より実際的な従属関係を示している)は戦前では120人ぐらいであった｡

戦後いっきよに135人 (1950)に増大したoLかしその後急速に減少傾向に転じ.1970年には

100を割って96人となった｡そのあと若干増大傾向を示したがはぼ100人の水準と安定している｡

いいかえれば,戦後の初期においては1人の働き手が1.4人を扶養しなければならなかったの

が.今日ではたいたい1人を扶養すればよいという比重に軽減されてきている｡1970年に96
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労働力人口と開発

という異例的な水準に低下した大きな理由は.年齢従属人口指数が歴史的に最低の45という

水準に低下するという年齢構造上の変化によるものであるO この経済的従属人目指数は,一

般に開発途上国において高く,先進諸国において低いOとくに,共産圏諸国では女子の労働

力化率が高いため,この指数は非常に低く,一般に100以下の低水準にある.

蓑 1 労勧力人口,粗活動率その他関連統計

年 次 労働力人【ニー1) 粗活動率2) 女子労働力3) 経済的従属4)(千人) (%) 人口割合(港

) 人口指数1920 25.866 46.

2 36.8 1161930 28.548

44,3 35.0 1261940 3

2.661 44.7 37.4 1211950 36.347 43.2 38.5 13

51955 40.358 44.8 39.0

1231960 44,38Li 47.1

39.1 112l965 48.627

49.0 38.9 1041970 5

3.321 50.9 39.1 961975 54.390 48.6 36.9 10

61980 57.231 48.9 37.7 104

1985 60,271 49.8 38.5 100

資料 各回国勢

調査桔実により引算.ただしt985年は昭和60年 ｢国勢調査抽出速報集計結果,昭和61年5月.総務庁統計局｣に

よる｡備考 .i)労働力人口は就業人口と完全失業人口をあわ

せたもの｡2)組

活動率は全人口に占める労働力人口の割合｡3)女子労働力人口の割合は労働力人u全体に占める

女子労働力人口の割合｡

4)経済的従属人口指数は経済活動人口100人に対する非活動人口の割合

であるO3 男女 ･年齢別労働力率

大正 9年以降昭和60年に至る65年間における男女 ･年齢



蓑2 男女･年齢別労勧力率の推移,1920-1985

男
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資料 :総務庁統計局 r日本の人口- 昭和55年国勢調査- 最終軸色奮 (資料

編)一j昭和60年および.F昭和60年国勢調査 抽出速報集計結果 解説』
総務庁統計局 昭和61年｡

男女 ･年齢別に著しい変化がみとめられる｡男の労働力率を全体としてみると,戦前の90

%が戦後では低下を続け,1985年には80%へとiOポイント以上の低下を示しているのに対し,
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労働力人口と開発

女の労働力率は戦前戦後を通じて50%前後に安定していることが注目される｡もっとも1975

年以降はそれまでの50%水準に対し,46%,47%に低下していること.そして1980,1985年

にはまた若干回復の傾向を示していることにも注目すべきであろう｡

このような粗率の変化の中で年齢別にみるとその変化はきわめて新著である｡

第1点は15-19歳のもっとも若い年齢層の労働力率のはげしい低下である｡男では戦前の

80%,戦後初期の50%以上が今日では20%以下の水準にまで激減している｡戦前の4分の1,

戦後初期の2.5分の1である｡女においても戦前の60-70%が戦後初期には50%であったのが,

1980年以降は20%以下に低下している.1980年の18,8%,1985年の176%は男のそれよりも

なお低いo

戦前においては,男女ともに15-19歳の労働力率は65歳以上のそれよりもはるかに大きか

ったが,戦後とくに男では1955年以降65歳以上の労働力率が15-19歳のそれを上回るに至り,

今日では2倍以上となっている｡女の15-19歳の労働力率は戦後もなお65歳以上よりも高か

ったが,15-19歳女子の労働力率の著しい低下によって最近ではなお65歳以上のそれよりも

若干高いが,ほとんと同水準の低率となっているo

このような15-19歳の若い年齢人口の著しく低い労働力率はいうまでもなく高校,大学へ

の高い進学率によるもので,この年齢層の労働力率は将来さらに低Fするものと見込まれる｡

20-24歳人口の労働力率は男女によって異なった傾向がみとめられる｡男では戦前90%を

越えていたが,戦後低下傾向が始まり,今日では75%にまで低下しているoLかし,女では

反対の傾向を示している｡戦前では60%未満の労働力率であったのが,戦後増加の傾向を示

し,最近では70%を上回っている｡男の労働力率の低下は大学進学率の上昇の影響によるも

のと思われるが,女子の上昇は大学の進学率といっても主として短大が多いことや結婚年齢

の晩婚化によるものであろう｡

男では25歳以上55歳に至るまでは97-98%の高水準が維持されており,ほとんど変化はみ

られない.55-59歳も90%以ヒの水準で安定している0

60-64歳および65歳以上の高年齢層の労働力化率も比較的安定しているが近年においてか

なり顕著な低下傾向がみられることが注目される.60-64歳では1965-1975年期間にみられ

た85%の水準が低下し始め,1985年には78%と低くなっている｡65歳以上の高年齢層でも戦

後ほほ55%の水準が維持されていたが.1975年以降低ド傾向に転じ,1985年には41%へと著

しい減少を示しているO

女の労働力率の変化は男よりも複雑である｡第1に注目すべき点は労働力率(総数)が1975

年以降低下の傾向を示しているとはいえ,長期にわたり50%前後の水準によく安定している
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ことである｡

第2点は男の場合と同様に15-19歳の労働力率が著しく低下していることである｡戦前に

おいて60%以上の高水準にあったが,戦後50%に低下したあととくに1960年以降の低下速度

はめさましく,1985年には18%未満にまで減少した｡1960年から25年間に約3分の1にまで

縮小している｡ これはいうまでもなく女子の進学率の急速な増大がもっとも大きな要因であ

る｡

第3点は20-24歳の労働力率が1970年以降70%の水準に増大したことと,40-44嵐 45-49

嵐 50-54歳の中高年の女子の労働力率が増大傾向を持続していることである｡55-59嵐

60-64歳の労働力率はかなり安定している｡しかし,65歳以上の高齢女子では労働力率は減

少傾向を示している｡

以上述べてみた粗活動率,男女の労働力率 (総数)および男女の年齢別労働力率の中でと

くに変化の著しい年齢についてわかりやすく図示すると図1,2,3の如くである｡

4 粗活動率と年齢別人口分布構造

粗活動率は人口集団の働く人と扶養される人との割合をあらわしていると考えてもよい｡

日本の場合.戦前から今日に至るまでL13と50の範囲でかなりよく安定している｡いいかえれ

ば,人口の半分が労働力となって残りの半分を扶養し,あるいは社会を支持していることに

なる｡日本のこの粗活動率の動きを平均的にみるとほぼ45-46という水準になるが,これは

先進国地域の水準とも一致しているO

先進国の粗活動率は1950年45.7.1960年45.0,1970年45.0,1980年46.5であって,日本の

それと合致している.もっとも.開発途上地域では1950年41.4,1960年41.7,1970年404,
3)

1980年39.0と若干低くなっている｡

科学技術の進歩や産業構造や労働組織の変化等によってこのような働く者と働かない者と

の比重関係にある程度の変化が生ずるとしても,人間社会の生存のための働く,勘かないの

役割の分布構造はそれほど大きく変わらないように思われるo

このように粗活動率にある一定の大きさが与えられているとすれば,それを維持するため

に男女･年齢別の労働力率の調節的変化が生ずると仮説することができようoあるいはまた.

人口の年齢別構造に著しい変化が不可避的に生じてきたとすると,与えられた粗活動率を維

持するために,男女･年齢別の労働力率自体の調軽が必要となってくると考えてもよいであ

- 18-



労働力人口と開発

図 1 粗活動率,男女別労働力率 (総数)
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% 図2 男の特定年齢別労働力率の推移
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労働力人口と開発

図3 女の特定年齢別労働力率

1920 1930 1940 1950 1960 1970 1980 1985



ろう｡

今,単純な仮定にしたがってとのような労働力率の詞繋が必要になってくるかを検討して

みよう｡1980年の年齢別労働力率 (男女計)を20年後の2nOO年の年齢別人口 (15歳以上5歳

階級別)に適用してみると,45歳以上の5歳階級別の労働力人口の合計は1980年の45歳以上

労働力人口よりも1,000万人以上増加し.労働力人口総数に占める割合は.1980年の37.8%に

対して484%と著 しく増加する｡他方において,15-19歳労働力人口および30-34嵐 35

-39嵐 40-44歳の労働力人tjは1980年の実数よりも減少する｡20-24嵐 25-29歳労働力

人口のみは1980年よりもそれぞれ86%.101%増加するにすぎない｡各年齢別労働力の構成

比と増減率を示すと次の如くである｡

表3 1980年年齢別 (男女計)労働力率不変とした場合の2000年の年齢別労働力
人口との比較



労働力人Hと開発

あらかじめ十分に検討しておくことが必要である0

5 労働力人口と開発

労働力は,開発に対して決定的な重要性をもった人口部分である｡人L=ま労働力と非労働

力の2個の部分で構成されているが, この両者の関係にはかなり高い安定性がみられるよう

に患われるo労働力1人に対し非労働力1人といった扶養関係構造は,経済発展,産業構造

の変化,社会制度等によって変化し,あるいは国による差異等がみられないわけではないが-

人間社会の労働九 非労働力の間にはほは安定した傾向がみられる｡近代化は労働力率 (粗

活動率)を低下させる傾札 あるいは開発水準と逆相関の関係といった理論はあるか.長期

的にはかなり安定している｡過渡期的に男女別にあるいは年齢別に労働力率の著しい変化がみ

られることはいうまでもない｡

労働力の量もさることながら,労働力の質が開発にとってとくに重要であることが認識さ

れるに至った｡人間資本4～humancapital),入関 源 (humanresources)とか人間鵬

といった考えかたは,教育.研究,研修あるいは健康といった分野における投資が経済発展

に及ぼす影響の重要性を強調したものである｡

労働力人口の地域分布において高学歴者の分布に著しい不均衡がある喝合,地域開発に対

する影響を無視することはできない｡たとえば大学卒の高学歴者が大都市に集中する傾向が

みられる｡東京大都市圏 (東京都,神奈川県,埼玉県,千章県)の人口は1980年において全

国人uの24.5%を占めているが, この地域に全国の大学卒人口の37.0%が集中している｡こ

の割合は1970年には40%にも達していた｡若干分散の傾向がみられることは望ましいことで

ぁる≡)

学歴水準と経済の発展との関係について,アジア･太平洋地域諸国,とくに東アジアとア
6)

セン諸国についての注目すべき Lee-Jay Choの比較研究がある｡

労働力人口の質のlつの側面として無視できないものに人口の年齢構造変動があるOとく

に.日本の場合労働力供給源としての生産年齢人口の年齢構造が激変していくことはすでに

述へたところである.粗活動率がほほ一定であると仮定すると,年齢別にみた労働力人口の

労働力率の調妾が不可避となってくるO年齢間の調怒とともに相対的に低い労働力率の女

子の調整が必要となってくるであろうO

労働力の高齢化は,人口自休の高齢化にともなって必然的に生じてくる｡将来の高齢労働
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力人口が,高学歴化時代の世代人口であることは.質の高い労働力として期待される｡しか

し.それにもかかわらず,技術革新のはげしい今日, この増大する高齢労働九 さらにまた

その予備軍としてのほう大な中高年齢労働力人口に対する対策 - 高齢労助力を援助する技
7)

術のありかたと,高齢労働力 ･Ll塙 年労働力の訓練 ･研修- が重大となってくるであろう｡

(汰)

1)TheodoreW.Schultz:TnvestlnglnPeopleTheEconnllCSOfPopulELtlOnquality,

1981(伊藤長正･大坪榎訳 f'人間資本の経済学j日本経済新聞社 昭和60年)および同じ著者によ

るTheEconomlCValueofEducatlOn.ColumbiaUnlVerSltyPress,1963がある (宿

水義弘訳 F教育の経済価値jE]本経訴新聞社昭柏39年がある)｡また隅谷三善男によるf'教育の経済

学』 (読売新聞社,昭和45年)がある｡

2)John D.Durand TheLaborForcelnEconomicI)evelopmentAComparlSOnOf

lnternatlOnalCensllSData1946-1966, PrlnCetOnUTllVerSltyPleSS.1975,とくに4

EconomlCDevelopmenもandRelativeSIZeOftheLaborFoICe(pp.78-92参照)

3)1950年.1960年の先進国,開発途上E3の粗労働力率はTLO,1977年のLalorForceのEstlmateS

およびPro]'ect10nSのWorldSummary(Geneva)による (ただしUnltedNatlOnS-The

DetermlnantSandConsequencesofPoplllahOnTrends.VolumeI,New yorkl

1973,p.296のTableIV.2による)01970年および1980年はPhlllPM.liauser.Agl王lgOf

PopulatlOnandLaborForceforWorld,MoreDevelopedandLessDeveloped

AzeasandThelrReglOnS PopulatlOnAglng 1970-2025.LaborForceAging

1970-2000.NUPRIResearchPaperSeriesNo.15,NlhonUnlVerSltyPopulation

Researchlnsiltute, Tokyo.Japan-Tablel(p40)およびTable5(p45)により計算0

4)注)で示したSchultz以外に,文字通り人間資本 (hllmanCapital)を対象としたベッカーの研究

も注目されよう｡GaryS.Becker●HumanCapltalATheoletlCalandEmplrlCal

AnalysIS,WlthSpecialReferencetoEducatlOn,Secondedlt10n(佐野陽子訳 ･r人的

柴本 -教育を中心とした理論的･経験的分析T J東洋経済新聞払 昭和51年).日本における教

育資本の経済成長におよぽした影響については ToshlO Kuroda:NatlOnaii)evelopment

PollCy New DlmenSIOn0(I)evelopmentandPopulation , PapellPresentedfor

FlrStConferenceoftheAsian Forum ofParllamentarlanSOn王)optllatlnand

Development.17-20February1984 New Delhi,Indla.およびSabuIOOklta,'roshlO

KtlrOda,NaohlrOOgaWaandPhlllPM.lIatlSerPopulatlOZl.Natural

ResourcesandliumanResollreeSlnDevelopment.NUPRIResearchPaperSeries

Noll,NlhonUnlVerSltyPopulallOnResearchlnsLltute.Tokyo.Japan,Mal･Ch.

1982文部省の研究によると.1905年から1960年までの55年間において.国民所得は約10倍,労働
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力は1.7倍,物的資本は7倍の増加に対し,教育資本は23倍に増加しており.経済成長への教育投資

の影響の大きいことを指摘している (文部省 ･u本の経済発展と教育,昭和37,pll)0

5)内野澄子･｢人口移動パターンの変動と開発｣r日本の人口都市化と開発j人口と開発シリーズ3.

アジア人ロ･開発協会,1986年

6)Lee-JayCho:Developmentand Educatl()n,未公表論文0

7)Tosh10 Kuroda IAging OfLabourFoICeandTechnlCalProgress･paper

presented fortheUnlted NatlOnS王nternat10nalSymposium OnPopulation

Structul-eand DevelopmentonganlZedbythePopulat10nDIVIS10n Ofthe

Departmentof lnternat10nal EconomlCandSocialAffall､S▲ UnltedNatlOnS

Secretarlat,Tokyo,10 12September1986
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第2章 労働力人口と経済発展

日本大学法学部教授

岡 崎 陽 一





労働力人口と経済発展

は じ め に

労働力人口と経済発展はたがいに関連しあっている｡つまり労働力人口はいわゆる生産要

因の1つとして経済発展に貢献すると同時に,反面 経済発展に伴う社会および経済の諸条

件によって影響される｡それゆえ,本章の目的はこの両面について日本の経験を分析するこ

とにある｡分析の対象とする期間は,昭和30年ころから現在にいたる期間とするが,いうま

でもなく,乙の期間は日本経済が大きく変動した時期であり,その意味できわめて特異な期

間である｡それだ桝こわれわれの分析にとって,好都合であるといえるであろうoそしてさ

らに,その結果から現在,経済と社会の開発のために努力をしている開発途上国にとって参

考になるいろいろな教訓や示唆を兄い出せることと思われる｡

1 生産年齢人 口の変化

まず,労働力人口の母体になる生産年齢人口 (15歳以ヒ人口)の変化をみることにする｡

それは昭和30年に59758万人であったが.昭和60年には94893万人に約6割増加している｡

注目すへきはその増加率の変化で,昭和30-35年に年率2.0%.昭和35-40年に2.3%であっ

たが,その後1%台に落ち,昭和55-60年には1.2%となっている｡あとで述へるように,こ

の間に労働力率も下がっているが.生産年齢人口の増加率が低下していることは,労働力人

口の増加率の低下に大きく影響していることは明らかである｡

この間の生産年齢人口の年齢構成の変化もまた大きかったO年齢を4つに分け,その構成

と各年齢の増加率をみる(蓑1)O15-29歳の若い年齢の割合は昭和30年に41%であったが,

45年に37%,60年に26%に下がっている｡この年齢の増加率は30-45年には1.1%,45-60年

には 1.0%となり,最近はむしろ減少しているのである｡その他の年齢は割合は増大してい

るが,その増加率は30-54歳の中堅層では2.3%から1.7%に低下している｡これに対して-

55-64歳と65歳以上ではいずれも増加率が高まっている｡

労働力人口の母体になる生産年齢人口のこのような変化,とくにその年齢構成の変化はき

わめて重要な意味をもつが,その背後には戦後の人口動態の変化 すなわち出生率と死亡率

の低下という事実があった｡そしてこのような人口動態の変化は,一般的には経済発展によ
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る国民の生活水準と生活様式の目覚ましい向上によってもたらされたものである｡

後の章 (第6章)で示されるように,将来は人口の高齢化がいちだんと進み,その影響で

生産年齢人口の年齢構成の変化もさらに著しくなるであろう｡それが労働力人口にも反映す

ることはいうまでもない｡

蓑1 生産年齢人口(15歳以上)の年齢構成
(千人.形)

叶 齢 昭和30年 (%) 45年 (形) 60年 (形)
咋増加率30-L

i5 45-6015-29歳 24.672 (41) 29.043 (37) 25,041

(26) 1.1 △1.030.-54 24.611 (41) 34,869 (44

) 45,077 (48) 2.3 1.755.-64 6.711 (10) 8

,207 (10) 12.381 (13) 2.4 2.865歳以上 4.7

63 (8) 7,393 (9) 12.395 (13) 3.0 3.5合 計 59,757 (100) 79.512 (loo) 94

,894 (100) 1.9 1.2資料 ●｢国勢調査｣

2 労働力率の変化労働力

率は.ある年齢の人口のなかで労働力化する割合を示しているが,それは,経済や社会の状況

と密接に関係している｡実際に労働力率の変化をみると(表2),まず男と女の違いが大

きいことが目につくo一般的に男の労働力率

は女のそれより高いか,共通点はともに低下ぎみであることである｡あとで説明するようにその原因も共通している｡

男の場合,15-19歳の率は昭和30年に54.3%であったが-45年に弧 5%,

60年には19.4%と著しく低下している｡その原因は進学率の上昇にあったことは明ら

かである015歳で義務教育を終わったのち高校へ進学する割合が高まっただけではなく,さらに高

校や大学に進学するものも多くなった｡ このことは20-24歳の率の低下にも影響している｡

25歳から59歳までは90%以上の率がみられるが. これは当然のことである｡しかし6

0-64歳の率はこく最近になって低下しており,その背後に産業や職業の構造変化が影響してい

ると考えられる｡また,年金制度の成熟もある程度影響しているであろう｡さらに65歳以上の率をみる

と.60-64歳のそれよりも低下がめたち,60-64



蓑2 労働力率の推移

労働力人口と経済発展

(男,女別)

年 齢 昭和30年 35 40 45 50

55 60刀 85.3 85.0 83.3 84.3 83

.4 82.1 80.415-19歳 54.3 51.6 38.6

36.5 23.3 20.3 19.420-24 88.2 87.9

87.1 83.5 79.1 74.7 74.625-29 96

.2 96.9 97.9 98.2 97.8 97.6 97.130-34 97.0 97.7 98.5 98.6 98.8 98.6

98.235-39 97.3 97,7 98.4 98.5 98.7

98.7 98.4Ilo-44 97.4 97.6 98.3 98.

3● 98.4 98,4 98.345.-49 97.0 97.i

98.0 98,i 98.1 98.0 98.050-54 95.

5 96.0 97.2 97.3 97.5 97.3 97.155-59 91.I 90.5 93.8 94.2 94.7 94.0 93

.060-64 82.5 82.5 85.2 .85.8 8

5.4 81.5 77.765歳以上 56.5 54.4 55.I

54.4 Li9.7 46.0 41.5衣 50.6 50.9 49

.8 50.9 46.i 46.9 47.615-19歳 50.I

49.6 37.6 35.7 22.6 18.8 17.620-24 68.2 69.Li 69.7 70.8 66.8 71.1 7

2.925-29 51.9 50.2 46.5 45.1 43.5

49.4 53.530-34 49.6 5l,4 48.0 47.

3 43.2 46.5 49.335-39 53.5 55.i 5

8.3 56.3 52.8 55.5 57.640-44 55.6

56.8 62.1 63.6 59.7 61.8 65.545-49 54.5 56.8 62.6 64.6 61.9 62.3 6

5.850-54 Sl,4 51.8 57

.3 60.9 58.6 58,7 59.455-59 45.8 46.8

50.i 53.7 50.9 50.7 50.I60-64 38.5

39.2 39.4 43,3 39.2 38,8 37.565歳以上 20.7 21.0 17.6 19.6 15.8 16.1 15.1

資料･｢国勢調査｣思われる｡女の場



この点は最近でも認められる｡結婚と育児のためにいったん労働市場から退去するわけで,

欧米とは異なる点である｡我が国の女子の労働力率はいまのところまたM字型を示している

が,兵乱 徐々に欧米型の方向に変わりつつあるO

40歳以降の年齢では再び率が高まるが.最近40歳代の率の上昇が目につくようになった｡

たとえは40-44歳の労働力率は昭和30年には556%であったが,45年に636%になり,60年

には65.5%になっている.このような傾向は50歳代の前半まで認められるO この傾向が生ま

れた理由は昭和30年以降の高度経済成長による著しい労働需象 また最近はサ-ビス産業の

拡大による労働需要のため,女子が労働力化していることにある｡

60-64歳と65歳以上の率はもともとあまり高くないが.長期的に下がりきみである｡その

原因は主として産業構造の変化にある｡これらの高年齢層が仕事をしていた農業やその他の

自営業がしだいに縮′トし,また機械化によって労働需要を縮′トしたためである｡

3 労働力人 口の変化

生産年齢人口と労働力率の変化の結果として労働力人口は以下に述べるように変化してい

る｡

まず,総数は昭和30年に40239万人から45年の5332.1万人に,また昭和60年に60271万人

に増加している｡その増加率は,年率で30-45年は1.9%.45-60年は09%と.ほほ半減し

ている(表3)0

蓑3 労働力人口の年齢構成
(千人.%)

年 齢 年
増加率昭和30年 (形) 45年 (%) 60年 (形) 30

′-45 46-6015-29歳 16,717 (42) 18,125 (34) 13,6

56 (23) 0.5 ∠ゝ1.930-54 18.108 (45) 27.015

(51) 35.383 (59) 2,7 1,855-64 3,701

(9) 5,600 ←1日 7,933 (13) 2.8 2.365歳以上 i.713 (4) 2,581 Lilj 3,20g (5) 2.8 i.5

合 計 40,239 (100) 53.32l (100) 60.271 (100) i.9 0.8

資料 ●｢国勢調査｣年齢をさきに生産年齢人口につ
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はその割合が30年の42%から45年の34%へ.さらに60年の23%へ減少しているのが目立つ｡

その他の年齢の割合はすへて増大しているが,増大の大きいのは30-54歳である｡55-64歳も

かなり増大しているが-65歳以上はほとんど変わっていないO

このように構成割合でみると,15-29歳の若い労働力の相対的減少と30-54歳の壮年労働

力の相対的増大が目立つが. これを増加率でみるとやや違った特徴がみられる｡15-29歳は

30-45年に0.5%の増加,45-60年には1.9%の減少であったが.30-54歳は2.7%の増加から

1.8%の増加へ鈍化している｡これに対して55-64歳の労働力は28%から2.3%へやや低下し

ているものの,かなり高い増加が続いている｡55-64歳といえは,定年年齢にあたる年齢で

あって, この労働力が大きく増加しているということは.そこに重要な問題が卒まれているこ

とを意味しているO これに対して,65歳以上の労働力は2.8%から15%への鈍化がみられ,

外国と比較して高いといわれている高齢者の労働が減少する方向にあることが示されている｡

4 経済発展 と就業者 の増加

昭和30年は我が国の経済が戦後初めて正常な水準に逢した年であったといわれている｡そ

してまたその後のめざましい高度経済成長の出発点になった年でもあるOその後とりわけ昭

和35年に決定された所得倍増計画以降昭和48年末に石油不況が始まるまでの間,好況期には

10%以上 景気後退期でも5%台の高度成長が持続した｡ このような経済発展は,戦前はも

ちろん.戦後も予想されなかったことであったが,それが可能になった埋由はいくつかあげ

られるO世界経済が全体として繁栄好況の時期にあったこと.我がEgFとして自由経済体制の

もと官民協力のなかで適切な経済政策がおこなわれた乙と,質の良い労働力を豊富 にもって

いたことなどであるo

また.政府が高度経済成長を意図しなければならなかった理由もあった｡それは昭和30年

に日本経済が新しい出発点に立ったときの大きな問題として.過剰労働力の問題が意識され

ていたことである｡戦前の多産時代に生まれた大量の人口集団が労働力人口として雇用の場

を求めていただけではなく.戦後のベヒ-･ブーム期に生まれた人口がやがて労働力になる

ことも明らかであったからである｡この間題を早急に解決するためには高度経済成長を実現

するのがもっとも有効な方法であったo

この政策は成功し,大量の労働需要が生まれ,その結果雇用問題が解決されただけではな

く,労働力の面からみた産業構造および職業構造に大きい影響を与えた｡

-33-



表4で労働力人口と就業者の増加率をみると.昭和30-35年には労働力の増加率は2.0%

に対して,就業者のそれは2.2%と後者が前者を上回っている｡これは労働力に含まれていた

失業者が就業機会を得たことを意味するもので,経済成長の雇用効果を示しているOその後

はほぼ完全雇用の状態が続き, 2つの増加率はほぼ等しくなっている｡たた.昭和45-50

年と55-60年には前者が後者を上回っており,このときの不況が深刻で失業を出現させたこ

とを物語っている｡

さらに注目すへき変化は,産業別にみた就業者の増加率の差である｡昭和30-35年につい

てみると,第2次産業では年率6.7%という途方もなく高い増加がみられた｡また第3次産業

でも3.7%の増加がみられた｡後に第2次産業では労働生産性の向上がはかられ,生産の増加

が必ずしも労働力の増加を伴わなくなったれ 30-35年当時は第2次産業でも比較的労働集

約的な拡大がおこなわれたのであるoそれは当晩 労働力が豊富に存在していて賃金が低か

ったためである｡労働力総数の増加は年率20%と高く,失業者の吸収をいれて就業者は年率

2,2%の増加をしていたことに示されている｡そしてさらにもう1つの労働力の供給源として

第 1次産業に多くの労働力が存在していた｡第 1次産業は年率2.5%のテンポで労働力を減少

させて第2,3次産業の発展を支えたのであったO

次の35-40年になると,第2次産業の就業者の増加率は3,4%と約半分の率に下がった｡こ

蓑4 就業者の産業構成
(千人,%)

年 次 労働力 就業者 第1次 第2次 第3次 就業者 第1次

第2次 第3次昭 和30 40.239 37.590 16.291 9,247 14,05

1 100 41 23 3635 44ー384 44.042 14,389 12,

804 16.841 100 33 29 3840 48.627 47.960 l

l.857 15,ll5 20,969 loo 25 32 4445 53,321 52.593 10.146 17.897 24,511 100 19 34 47

50 54.390 53,141 7,347 18.lO6 27.521 100 14

34 5255 57,231 55,811 6.102 18.737 30.9

11 100 ll 34 5560 60.27158,218 5,419 17,206 33.488

loo 9 33 58昭30-35 2.0 2.

2 △2.5 6.7 3.735-LlO 1.8 1.7 △3.8 3.4 4.4

40-45 1.9 1.7 A3,i 3.4 3.2
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れは生産性の向上によるもので,むしろ第3次産業における就業者の増加が4.4%と高まって

いる｡他方労働力の増加率が下がってきたために,第1次産業就業者の減少はいっそう激し

くなった｡40-45年にもはは同様な状態が続いているO

45-50年は石油不況を含んでいるため,産業の発展は停滞し,同時に労働市場からの退去

も多かった｡そして第1次産業からの就業者の減少もとりわけ大きかった｡50-55年.55-

60年には第2次産業での省力化が進んで,就業者は小幅な増加にとどまった｡就業者の増加

はむしろ第3次産業でみられるように変わっているO第1次産業の就業者の減少は依然とし

て続いているが,その激しさは弱まっている｡

以上のような変化の結果をもう一度別の面からみると,表4に示されているように,就業

者の産業構成の変化としてみることができる｡昭和30年には第1次産業が41%.第2次産業

が23%,第3次産業が36%であったが,その後第1次産業の割合は急激に下がり,第2,3

次産業の割合が増加したO第2次産業の割合は45年以降横這いになっているが,第3次産業

の割合は一貫して上昇している｡そして最近では,第1次産業が9%,第2次産業が33%,

第3次産業が58%という状態になった｡

5 就業者の年齢 と産業構造

経済発展とともに労働力の産業構成が大きく変化したことは,前節でみた通りであるが,

その際におこった現象にはきわめて重要なことがある｡そのことを明らかにするために,義

5を作成した｡この表の(1)は経済発展の始まったころの昭和30年の就業者の産業構成を年齢

別にみたものである｡その当時すでに.年齢別にみた産業構成はある種の差を示していた｡

たとえば.15-19歳から40-44歳までは第1次,2次.3次の構成がほぼ同じであったが,

45-49歳以上になると年齢ことに1次の割合が高まっている｡この高齢者の産業構成の変化

紘,2次,3次産米ではl次産業と比較して引退率が高いことによるものであるか,あるい

は2次.3次から引退して1次に戻る場合があったことによるものである｡ともかく重要な

点は当時就業者の中核部分では産業構成のあまり大きい変化がみられなかったことである｡

これに対して,表5の(2)に示されている昭和55年の状況をみると,30年とはまったく違っ

た状況がみられる｡15-19歳から40-44歳まで年齢が高まるにつれて,就業者の産業構成は

急激に変化している｡これは昭和30年から55年にいたるまでに就業者の産業配置が変化して

きた結果を集約して示していると考えるべきであるO
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蓑5日)就業者の年齢別にみた産業構成
昭和30年 (千人,形)

年 齢 第 1次 第2次 第3次 汁 第 1次 第 2次

第3次 汁総 数 16,lil 9,220 13,926 39,257 41.0 2

3.5 35.5 loo,015-ー9歳 1,430 i.470 i.428 4,328

33.0 34.0 33.0 loo.020-24 2.041 I.852 2.4

81 6.374 32.0 29.1 38.9 100.025-29 1.984 1

,349 2,178 5.511 36.0 24.5 39.5 100.030-34 1,660 1.002 1.626 4.288 38.7 23.4 37.9 lo

o.035-39 I,446 860 1.380 3.686 39.2 23,3

37.4 100.040-44 1.458 853 1.368 3.679 39.

6 23.2 37.2 100.045.-49 1,388 689 1.170

3,247 42.7 21.2 36.0 loo.050--54 1,349

510 922 2,781 Ll8.5 18.3 33.2 100.055-59 1.175 330 634 2.159 55.3 15.3 29.4

100.060-64 928 l80 388 1.496 62

.0 12.0 25.9 loo.065歳以上 i.230 124 350 1.704 72.2 7.3 20.5

100.0資料 ･｢国勢調査｣表5121就業者の年齢別にみた産業構成昭和5

5年 (千人,形)年 齢 第 1

次 第2次 第 3次 計 第 1次 第 2次 第 3次 計総 数 6.日1 18,7

37 30ー901 55.749 ll.0 33.6 55.4 loo.015-柑歳 36 551 924 I.511 2.4 36.5 61.2 100.0

20-24 145 1.598 3.754 5.497 2.6 29.1 68.

3 100.025-2g 282 2.139 4,042 6.463 4.4 3

3.1 62.5 100.030-34 380 2,74ユ 4.538 7,659

5.0 35.8 59.3 loo.035-39 39l 2.687 3,89

9 6.977 5.6 38.5 55.9 100.040-44 573 2.5

67 3,439 6.579 8.7 39.0 52.3 100..045-49 815 2,366 3,197 6,378 12.8 37.1 50.1 lo

o.050-54 953
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経済発展にともなって労働力の産業構造が変化する仕組みとして, 2つの道筋が考えられ

る｡ 1つは,新規に就業する就業者が発展する産業に大量に吸収され,停滞または衰退す

る産業が新規労働力を獲得できないという筋道である｡もう1つは,すでに就業している労

働力が停滞産業から転犠して発展する産業へ移動するという筋道である｡我が国の戦後の実

態は, この両者をともに経験したと思われるが,経済発展と労働力人口の関係という観点か

らみるとき,前者すなわち新規労働力の動向という観点が比較的軽視されていたと思われる｡

そこで,この観点からの主張を強化するためにもう1つの資料を表6に示したOこの表は,

各年次における15-19歳の就業者は当時の新規就業者をほほ正確に表すものと考え,かれら

が第1,2,3次産業へとのように就業したか.その実数に重点を置いて示したものであるOす

でに述べたような理由で新規労働力人口の総数が減少しつつあったなかで,発展的な第2,3

次産業は相当量の新規労働力を獲得しているのに対して,第1次産業への就業は急激に減少

していることがわかる｡

表 6 15-19歳就業者の産業構成
(千人,%)

年 次 第 1 次 第 2 次 第 3 次

計昭 和 30 i,430 1.470 1,42

8 4,32835 793 2,117

1,698 4.60840 340 1

.976 1.708 4,02445 211 I,548 1.422 3.

18150 66 735 93

6 i.73755 36 551 924

i,511昭 和 30 33.0 34.

0 33,0 100.035 17.

2 45.9 36.8 100.040 8.4 49.1 42.4 loo

.045 6.6 48.6 44.

7 loo.050 3.8 42.3

53.9 100.055 2.4 36.5 61.2 =〕0.0

資料:｢国勢調査｣年齢の若い新規労働力は,賃金が低

く,新しい技術に適応する能力が高いという点からみて企業にとって魅力的であるから,一般的に

経済の発展にとって,これらの労働力を十分に確保できることはきわめて重要であるO我が国の経

済が昭和30年代.40年代にかけて高度成長を遂げ得た



新規労働力になった時期にあったことにあったといえる｡

6 結 語

以上 労働力人口と経済発展の関係を,戦後の我が国の経験に照らして説明したが,要す

るに両者は相互に密接に関係しており,我が国の場合はその関係が経済にとって好都合に働

いたといえる｡しかし,将来についてみるとまた問韻は別であるO後の章で説明されるとお

り,我が国の人口は今後急速に高齢化する見込みであり,それに伴って労働力人口も高齢化

するであろう｡そのときいろいろな問題が生じるが,労働力に関しては次の2つの問題が重

要である｡1つは,活力に満ちた若い労働力が相対的に少なくなることである｡この問題に

対しては技術進歩によって対応するのか当然であるが,高齢化する労働力と技術の問題が解

決されなければならない｡もう1つは,人口の高齢化とともに,一般的に,消費需要が変化

する｡それにつれて産業構造が変化し,労働力の配置も変化せざるをえない｡この点に関し

てとくに重要な問題は.高齢者のためのサ-ビスであるOそのなかには医療保健,福祉を中

心にきわめて幅広い産業と職業が含まれるであろう｡

これら2つの問題はいずれもきわめて重要な問題であるが,前者については別の章で取り

扱われているので,ここではとくに後者について意見を述へておきたい｡経済法則的には,

需要が増大するのに応じて資本と労働力が移動するのが原則である｡高齢者のためのサーヒ

スなどについても,その法則がおこなわれるものと思われるoLかしそれは需要が顕在化し

た場合のことであって,有効需要にならない潜在的需要に対しては有効に働かないことはい

うまでもない｡高齢者の需要はしばしば潜在的なものにととまるきらいがあるので問題であ

る｡またかりにそれが顕在化しても.種々の理由で他の強力な需要に押されて十分な資本と

労働力を確保できず,需要が満たされないこともあるO将来の高齢者の所得との関係でこの

点も問題である｡

これまで労働力を労働市場に現れる労働力として考えてきたが.高齢者のためには家族な

との労働が必要とされることが多い｡この種の労働は通常の労働問題には現れないが.しか

しそれと無関係ではない｡そして今後高齢者が増えると.家族がかれらの介護に拘束され,

労働力化することが困難になる場合がある｡今後高齢者が増加するにつれて必要となる労働

力の問題は労働市場における労働力と家庭に潜在する労働力を合わせた全体を視野にいれて

考えなければならないであろう｡
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労働力人口と高齢化

1 労働力人 口の高齢化

(1) 高齢化の推移

労働力人口の高齢化をどのような指棟でとらえるか,また,いわゆる高齢労働力をとのよ

うに定義するかについても,その目的や資料の制約などによって異なってくるoLかし, こ

こでは日本の経済成長期以降の労働力の年齢構造を概括するために,表1のように15-34歳

を若年労働九 35-54歳を中年労働力,55歳以上を高年労働力として3区分し,その構成変

化をたどってみた｡55歳以上を高年労働力とすることについては若干抵抗があるが,わが国

では定年年齢が55-60歳の間に設定されている場合が多いので,5歳階級別資料を用いる限

りやや不自然の感は免れないが,とりあえずこのような区分に従うことにする｡なお,高年

部分に焦点を当てるためにその内訳を合わせて掲げて,年齢区分の組替えも可能であるよう

考慮した｡

さて,2000年までの労働力人口の予測をも含んだ高齢化の推移を表lによってみておこう｡

労働力の年齢構造を,わが国の高度経済成長期の始めである1960年にさかのはって,上に

記したような年齢3区分によってみると,85年までの25年間を通じて高学歴化の影響を強く

反映して,若年層が構成比のみならず絶対数でも220万の減少を示したことが注目される.こ

れに反し,働きさかりの中年層が急膨張し,高度成長を支える原動力になってきた｡また.

55歳以上の高年労働力は,1980年まではその構成比が15-16%で推移し,目立った変化はな

かったが,85年になって18%へと急激に拡大した｡

こうしてみると,これまでの労働力の高齢化は主として若年層の減少と中年層の拡大によ

ってもたらされてきたといえようo

これに対し,今後2000年までの動きを予測してみると,若年層の構成比がははFげ止まる

一方で中年層が縮小に転じ,2000年へ向けての高齢化は専ら高年労働力の増大によってもた

らされることになろう｡とくに男子のみについてみると,2000年には高年労働力の割合が25

%を超え,4人に1人が高年労働力の時代が出現するものと予想される(衷1 2)a

このような高齢化を通じて,就業者の平均年齢も上昇している｡1960年には全就業者の平

均年齢は309歳と若々しかったが,83年になると373歳に達しているO この間のとくに女子

の年齢上昇が著しく,60年には平均年齢が20歳台の産業が多数を占めていたが,83年には皆

無である｡女子全体として9歳も上昇しているのである｡男子は, これに比へれは上昇の幅
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が小さいとはいえ,平均年齢40歳という産業も出始めており,今後数年のうちに男子全休の

平均が40歳を超えることになろう｡

表2 度薫別･就業者の平均年齢
(歳)

＼ 1960 1983計 男 女

汁 男 女全 産 業 30.9 32.8 26.3 37.

3 38.2 35.2鉱 業 36.2 36.4 3

4.3 42.7 42.9 41.1建 設 業 34.5

35.0 30.7 39.7 39.8 38.8製 造 業 29.7 31.8 25.8 38.1 38.5 3

7.128.4 29.9 25.8 all,I 35.3

31.6金 融 .保 険 業 32.3 34.5 28.8 35

.1 37.5 32.8不 動 産 業 33.7 37,

4 27.6 40.3 42.4 33.634.0 35.1 26,8 39.3 39.7 3

5.4蛋 . ガ 一 水 菜 35.6 36

.0 31.1 38.0 38.6 32.6サ ー ビ ス 業 37.3

38,5 35.8資料'労働省 ｢賃金センサス｣女子就業者の年齢が急上昇した主な原因は.25-29歳層が結婚後も継続し

て就業するようになったこと,およびたとえ--･時離職しても育児の手が離れるとともに

パートタイマ-7Liどの形で再就職するケースが一般化したことなどであるo男子に

ついては,進学率の上昇によって若年層の労働力率が低下した以外には目立った壁化は

認められないし.高年齢層では第 1次産業の規模の縮小とともにむしろ労働力率が低下する

傾向にあるから.専ら人口の高齢化を反映した平均年齢の上昇であるといえよう.産業別

就業者の年齢構成をみたとき,もっともドラスチックに変化してきたのは農業である｡高度経済成長の

時期に大量の若年労働力を供給し続けてきた農村では.当然の結果として農業就業者の減少と高齢

化がもたらされたQ表3にみるように,1967年に970万人(若干の林業就業者を含む)であった

農業就業者が,85年までの20年足らずの間に半数以下に減少しているOそれとともに

,286%であった55歳以上の就業者の割合が53.7%まで拡大し.日本の農業は高齢労働者の

手によって支えられているといっても過言でない｡男子就業者のみについてみるといっそうその

傾向が強く,55歳以上が56.7%に適しており.さらに,65歳以上が258%を占めるという状況にある｡ このように急減かつ著しい高齢化にみまわれてい



表3 農業就業者とその年齢構成

労働力人口と高齢化

(形.万人)

＼ 1967 1975 1985汁 男 女 計 男

女 計 男 女15-34歳 24.6 23,9 24.9 l5.4 15.7 1

5.2 10.7 ll.6 10.435-54 46.9 43.1 50.2 49.

4 43,8 53.9 35,6 32.2 39.455′- 28.6 33.0

24.7 35.3 40.3 30.4 53.7 56,7 50.255-59
15.5 16.2 15.0 ll.5 ll.2 ll.8 16.8

15,9 17.760-6Jl 1ー).5 IL5 9.3 15.3

15.0 15.265- l3,l 16.8 9.7 13.3 17.6 9.3 21.6 25.8

17.3就 業 者 数 970 457 513 618 295 323 464

233 231資料 ■総理府統計局 r労働力調査昨報｣ると,中国274人 E]本134人,インド101人 ブラジル20人 ソ連9人 イギリス7人

米国1人等となっており,こうした視点からみる限りE]本の農業は先進諸国の農業とは異質のもの

であるといわさる与えないのも事実であるo(2)企業内での高齢化従来のE]本企業の発展を

労働面から支えてきた円滑tj:年功型の組綴運営は1970年代に終荒し,80年代に

中年労働力の処遇が問題となり,90年代には部課長ポストの不足が深刻化 2000年頃になると高

齢者処遇 ･退職金対策に企業は頭を痛めるといったシナリオが予想される｡2000年前後には1971-74年に生まれた第2次へヒープ-ム世代が若年

労働力として登場し,企業の若返りに一筋の光明を与えるものの,若年化が急速に進展するま

でには至らず,その後も企業における高齢化問題は依然として残ることになろう070年

代前半の高度経済成長末期に,大企業はベヒープ-ム世代を中心に大量の新規採用を行って組織の活性化を図った

oLかし,オイルショックを契機とした後半の業績低迷期には大幅な新卒採用の削減を余儀なくされ,

高学歴者中心の採用方針とあいまって平均年齢の上昇に拍車をかけたO従業員の学歴構成に若干触

れておくと,1970年頓から高学歴化が急速に進んだ結果,1980年には大企業では大卒

(含短卒)･高卒 ･中卒の構成比は3I5･2になっている｡今後進学率に大きな変化がな

ければ,入退社従業員の間の学歴差によって高学歴化が進み,2000年にはこれが4:5:1になるものと予想される｡高度成長期には大企業中



的に採用し.80年には大企業に似た学歴構成をもつに至った｡従業員の高学歴化は今後も続

くが,大企業が中卒.一ヰ大卒への急激な転換を示したのに対し,小企業では中卒 -→高卒へ

の緩やかな変化であるところに質的な差が認められる｡ このように,高齢化に併行するよう

に高学歴化が進行しつつあるのか,わが国の労働市場における変化の特質である｡

戦後のベビ-プ-ム世代を中心とする大量の高学歴労働者が今後あい次いで部課長対応年

齢に達するので,ポスト不足は深刻である｡現在大企業では大卒者の4人に3人までが定年

前に部課長になっているが,2000年を過ぎたあたりで定年を迎えるこの世代は3人に1人へ

と逆転する｡

昇進制度を運用面からみると,36-45歳は課長昇進,46-55歳か部長昇進対応年齢である

が,これら年齢層の部課長比率は80年の49%から90年には29%へ低下するO

このような急激な変化を目の前にして,高齢者は能力が衰えている,給与が高くて採算が

とれない.だからできるだけ早く退暁してもらうという企業側の図式も,30歳で係昆 40歳

で課長,50歳で部長という労働者側のイメージももはや通用しないだろうo これらは高度成

長と若年型社会が日本的雇用慣行のもとで合確的な循環を繰り返していた時代にのみ通用す

るパターンであるO今や経t削ま低成長型へ.社会は中年型からやがて高齢型へと我々を取り

巻く環境は大きく転換しつつあるoこうしたなかで,高齢者はマイナスという固定観念にと

らわれていたのでは,いかなる成長企業といえども高齢化時代を切り抜けることはできない0

確かにE]本的雇用慣行は企業の成長を支えてきた根幹であり.今日でもなお多くのメリット

を保持している｡しかしその年功的発想が高齢者の活用を阻害していることも事実であるO

給与,賞与.退職金制度を手直しする一方.能力の再開発を行って遊休従業員の一掃を図ら

ねばならない｡労働者側も技術革新によって急変する労働内容に対応していくため,積極的

な自己啓発に励むことが肝要である｡労使双方のたゆまざる努力によって高齢者に対する既

存のイメージが払拭され,そのポテンシャルが十分発揮される活力ある企業作りが急務であ

る｡

2 高齢者の就業機会

(1) 高齢者の就業率

労働力の高齢化が進むなかで.その対策として選択しうる道は,大別して高齢者ができる

だけ長く就労の場に留まって自活の道を歩むか,あるいは事情の許す限り早い時期に引退し
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てより多くの余暇を享受できるようなシステムを作り上げていくかであろう｡もし第 1の道

を選ぶなら,増大する高齢労働力をうまく活用していくことができるのか,あるいは高齢者

が後進のポストを奪うことにならないかなど樺々の難題を生み出すことになろうOまた,第

2の道を選択すれば.年金制度のいっそうの充実なとを中心に福祉社会へのより急速な転換

を近られ,勤労年齢層の負担はそれだけ重くならざるをえないだろう｡

そこで,最近の高齢者の就業率の推移をたどってみると,図 1にみるように男子はどの

年齢層もおおむね低下傾向を示しているが,低下のテンポはきわめて緩やかである｡ これに

対し女子の場合は1974年頃からわずかながら上昇に転じている｡

図 1 高齢者の就業率の推移

80

60

.Il一

20

0

1968 71 74 77 79 82

資料 総務庁統計局 ｢就業構造基本調査｣ ㈲806040



表4 55歳以上人口の労働力率の比較

年次 男日 本 アメリカ フランス 幽 ドイツ

イギリス1965 73.4 56.5 49,2

52.5 61.21970 69.7 54.2

43.5 47.6 58.11975 65.7

52.7 37.7 41.5 54.61980 63.0 45.5 32.8 32.1 45.2

1982 62.3 42.8 30.3 32.8

41.6年次 衣日 本 アメリカ フランス

西 ドイツ イギ リス1965 3Ll.0 23.6

21.0 16.6 18.51970 31.6

24.4 19.0 ユ5,5 20,41975 29.4 24.5 l7.2 14.2 20.

01980 29.7 22.3 15.3 12.3 17.61982 29.8 21.8

14.3 12.4 16.3資料 ILOtlYcazBo

okofLabourStatlStlCSn1983高齢者が諸外国に比

へて高い労働力率を維持しているのは,やはり経済的理由が第 1で.生きがいや社会参加といった理由は少数派

である｡またいまの仕事を続けたいと考えている人は65歳以 ヒでも90%近くに昇ってお

り,高齢者の就業の必要性および就業意欲には棉強いものがあるOこうしたことから,

今後高齢層の労働力率が若干低 ドすることはあっても,基調としては高労働力率が持続するも

のと考えられるoLたがって,高齢者が早期に引退して余生を楽しむといったヨーロッパ型のパターンが近い将来に選択されるとは考

え難いoそうなると.忠増する高年労働力をとのように活用していくかということが課題

として重みを増してくるのである｡(2)高年労働力活用の道それでは,このように急増する高齢労働力はどのよ

うな姿で就業することになるのであろうか｡ このことを探る手がかりとして,55歳以上の就業者が

とのように働いているか,最近のデ-夕からみてみよう｡



労働力人口と高齢化

%,65歳以上になると33.9%に達している｡54歳以下の層では既に6,5%まで下っていること

をみても,今後の第 l次産業就業割合の低下は著しく. このことが結果として高齢労働者の

就業機会を狭めることになろう｡

第2次産業への就業割合は.第 1次産業とは逆に加齢とともに顕著に低下することが特徴的

である｡たとえば,製造業への就業割合は54歳以下の26.0%に対し55歳以上は178%だが-

その内訳は55-59歳20,9%,60-64歳17.1%,65歳以上14.1%といった具合である｡第2次

産業の高齢者の就業動向はマイクロエレクト二クス関連機器の導入が影響するだろう｡これ

までの各種調査の結果などをみる限り.これら機器の浸透は熟練労働を中心に高齢就業者の

適織を減少させる方向に働くものと見なければならないようだ｡そうなると,高齢者の第2

次産業就業割合の縮小は一段と加速せさるをえないことになる｡

表5 高齢者の産業別就業割合(1982年)
(%)

15-54歳 55歳以
上汁 55-59歳 60-64歳

65歳以上総 数 100.0 100.0 100.0 1

00.0 100.0農 林 業 5.8 25.2

19.7 25.4 32.7漁 .水 産 業 0.7 十1 Ll 1.1 十一

鉱 業 0.2 0.2 0.3 0.2

0.1建 設 業 9.8 7,9 9.5 8.

I 5.6製 造 業 26.0 17.8 2

0.9 17.1 14.122.8 19.6 17.2 20.3

22.53.9 3.4 3.2 3.7

3.56.8 3.4 5.2 2.8 1.

4宅 .ガ.水菜 0.6 0.4 0,

6 0.2 0.1サ ー ビス業 19.5 18.8

19.3 19.6 l7.4公 務 3.7 2.

1 3.0 1.5 i.4第 1 次 産 業 6.5 2

6.3 20.7 26.5 33.9第 2 次 産

業 36.0 26.0 30,7 25.4 19.8第 3 次 産 業 57

,3 47.7 48.5 Li8.1 46.3資料.線番庁統計局 ｢就

業構造基本調査｣これに対し､第3次産業はいまや高齢者に対しても最大の就業機会を提供する産

業になっており,とくに卸 ･小売業,サーヒス業に集中してい



れが86%に達している｡

このように.第3次産業への就業割合は高齢になっても目立った低下をみせないことなど

から,高齢者の就業の場を今後とも拡大していける分野であるとの見方もあるが.必らずL

も容易にそのように結論づけることはできないようである｡

たとえば,高齢者の就業状況を従業上の地位によってみると,1985年の ｢労働力調査｣に

よれば15-54歳では雇用者の割合が79.3%まで上昇してきているのに対し,60-64歳になる

と48.9%まで低下し,さらに65歳以上では339%にすぎない. これに対し,自営業主は15-

54歳ではわずかに12.3%にすぎないのに65歳以JI1-は44.1%となっており,高齢就業者の大

きな部分が自営業主であることがわかる｡しかし,その中身をみると.第1次産業,なかんず

く農業および卸･小売業に集中している｡ これら業種は.今後の趨勢として相対的に締′トし

ていくことが見込まれることから,いきおい高齢者も雇用者として働く割合が拡大せざるを

えない情況にあるO

蓑6 高齢就業者の就業形態(1985年)
(万人.%)

総 数 自 営 業 主 家族従業者

雇 用 者全 年 齢 5,807(100.0) 916(15.8) 559(9.6) 4.3

13(74.3)15-54歳 4,765(100.~0) 586(12.3) 377(7.9)

3.780(79.3)55-59 473(100.0) 112(23.7)

60(ー27) 299(63.2)60-64 274(100.0) 88(32,

i) 51(18.6) 134(48.9)65- 295(100.0) 130(44.I) 66(22.Li) 100(33.9)

資料 総務庁統計局 ｢労働力調査年報｣しかし,一方で雇用者

として働く者の割合は年齢とともに急速に低下することは既にみたとおりで.今後高齢者が

早期に引退するのではなく,できるだけ長く就業していくという方向を選択せざるをえない機運にある以上 この

一見矛盾する課題に対処していく方途を探らなければならない｡その有力な手段として

考えられるのが,いわば高齢者間でのワークシェアリングともいうへき方法である｡いま

.雇用者の年齢別労働時間をみると,高齢になると若干短くはなっているものの.65歳以上で

も依然過当たり40時間をかなり上回っている｡ このことは,わが国においては高齢者が働

くか働かないかの選択が,フルタイムで就業するか,さもなければ就業しないかといった二

者択一的な選択を迫られる結果になっていることを意味している｡このような二者択一的な選択の機会を.高齢者の働く意志と能力に応じてより多くの中間的
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な選択が可能であるように拡けていく亡夫がそれであるO

わが国の従来の雇用政策は.短時間労働や不完全就業者をフルタイムの完全就業者として

就業させることに関心が強かったが.高齢化時代を迎えて.より多様化したニーズに応えて

いくものであることが求められているのである｡

以上見てきたように. これまでの高齢就業者は若年層とは異なった特定の産業 ･職業に集

中的に就業するという色彩が強かった｡しかし.今後はあらゆる産業･職業に万遍なく高齢

者が配置され.若年層に混ざって活躍できるような環境を作り上げていくことが重要である｡
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1 技術革新の進展

(1)資本ストックの蓄積

日本の経済成長率は第 1次石油危機による低成長路線への転換以前では年率10%に近い高

いものであったが, この経済成長率の要因分析によれば,そのうち3%ポイ1/卜程度は技術

進歩率によるものとされている｡ このような高い技術進歩は日本経済を労働集約的な体質か

ら資本集約的なものに変えることによって,高い生産性の上昇を可能にし,ひいては経済成

長率を高くさせたことにはかならない｡

しかし, このような技術進歩は決してなだらかに進展したものではない｡大きなうねりを

もって展開され,まさに技術革新というへき迫力をもっていた｡そしてそのうねりが大きな

山をもったのは日本経済が高度成長期において新しい産業がつぎつぎに登場し.いわゆる成

長産業の投資が投資を呼ぶと称された時期昭和30年代の中頃であった｡昭和20年代はいわゆ

る復興の時期であり,従来方式の生産設備や技術の修復が中心課題であったが,その後の本

格的成長のためには新しい技術が必要であったoLかし,戦時中の空白もあって,先進工業

国との間には大きIi技術水準のギャップがあった｡このギャップを埋めるために.政府の行

政指導の下で先進国,主としてアメリカからの技術輸入が活発に行われたO

当時.まだ資本蓄積が乏しかったE]本経済であるが,公的資金の援助を契機として.次第

に資本の蓄積が進んだ｡30年以降の民間企業の資本ストックの推移をみると,第 1表のよう

に30年度の34.4兆円から40年度の82.7兆円,50年度の255.8兆円,60年度の497.9兆円へと10

年ごとに2倍を上回る速いスビートで資本は蓄積されてきたo この資本蓄積は近代的産業分

野を中心とするものであったことを反映して.全産業で30年間に約14倍であったが,第2次

産業は約20倍という著しいものがあったOいうまでもなく生産設備や付帯設備であり,法人

企業,わけてら産業をリードする大企業中心のものであった｡

しかしながら,長期的にみた特徴としては経済構造のサービス化によって.第2次産業の

資本ストックの増加よりも第3次産業の資本ストックの増加が大きくなる傾向が生じ,最近

の60年においては,第3次産業の資本ストックが第2次産業のそれを上回る事態が生じてい

る｡後に述へるように,昭和50年代の-イテク産業による技術革新が第3次産業をも巻き込

んでしまうようになったことを反映している｡
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第1表 民間企業資本ストックの推移

全 産 業 1次産業 2次産業 3

次産業30年度 3.448 730 1.08

5 1.63335 5.037 992

1,990 2.05540 8.275 I

.406 3.766 3.103LIEt 15.4

75 2.472 7,616 5.6555〔ー 25,584 4,066 ll.937 9.579

55 34,857 5.925 15.235 13

.69660 49,794 7.576 20,313 21.905

経済企画庁 資本ストック資料(55年価格)(2) 就業者の増加

このような資本ストックの蓄積,生産増机 雇用機会の増大は第 2蓑に示されるような就業者の増加をもたらした｡10年ことに500万人前後の著しい増加を実現し,

就業者総数は30年の第2表 就業者教の推移

(万人)合 計 1次産業

2次産業 3次産業実数 30年 4.eg

o 1.536 i,190 I,38435 4.436 1.340 1,481 I,61

540 4,730 1,113 1.80

1 1,81545 5,094 886

2,144 2.05650 5,223

661 2.203 2,34855 5

,536 577 2,307 2,63959 5.766 512 2,349 2.88

560 5,807 509 2,36

8 2.930増減差 30-40 640 △

423 611 45140-50 49

3 △452 402 53350-60 584 △152 165 582

構成比 30 100.0

3

7.5 29.1 33.34
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4.090万人から60年の5,807万人へと30年間に約1,700万人の増加で.年率にして1.2%である｡

増加の内容は第 1次産業の減少,非1次産業の増加が対称的であるが10年ことに区切ってみ

ると,第2次産業の増加テンポが時間を経て鈍化している一方,第3次産業は次第に増加

してきており,とくに,最近第2次産業の増加が著しく鈍化していることは技術革新による

労働節約効果の反映がそれだけ大きいことを示している｡就業者の産業別構成をみると,30

年においては,全体の3分の lを占めていた第 1次産業が60年においては10%を下回り,30

年においては第 1次産業を下回っていた第3次産業が全体の半分を占めるまでになってきて

いる｡

(3)労働装備率の上昇

労働集約から資本集約に変わった状況を,労働装備率 (就業者 1人当たり資本ストック)

の変化でみてみよう｡30年において84.3万円であった労働装備率は10年で2倍前後という速

第3表 就業者1人当たり資本ストック
(方円)

全 産 業 うち2次産業 3次

産業30年度 84.3 91.5

79.840 174.9 20

9.1 170,950 489.8

541.8 407.960 85

6.5 857.8 7Lr7.640/30 2.07倍 2.28 2.1

450/40 2.80 2.59

2.3860/50 I,75 I,

58 1.83第1泉 第2表より算出いスピードで上昇し,60年には

10倍をこえる856.5万円という高い7k準に達したOいうまでもないことであるが,

この労働装備率の水準は第2次産業で高く,最近時点においても,第3次産業のそれを上回

っている｡これは.財の生産の設備はサ-ビスの生産設備に比へてより多額の資本を必要と

することを意味している｡また,同じく財の生産といっても,産業による差異はかなり大き

い｡高い水準の技術を必要とする近代的産業においてほ当然ながら,罪働装備率の水準も高

い｡第4表にみるように,製造業のなかでも.鉄鋼艶 化学産業などの巨大な生産設備を必要とする産業の労働装簡率はl機械産業のそれの3-4倍と

いう高いものであり,紙維工業のそれの5倍に近い水準である



第4表 従業者1人当たり有形固定資産

35年 45 55 58 45/35 55/45

58/55製 造 業 計 73 209 448 53Li 2.

86 2.14 1.19うち 繊 維 53 118 235

281 2.26 1.99 1.18化 学 191 558

1.030 1,253 2.92 1.84 1.21鉄 鋼 221 673 1,624 1,795 3.04 2

.41 十川一般磯城 54 159 327
424 2.05 1.29電気機械 103

226 319 2.lg 1.41輸 送機 213 451 604 2.ll 1

,33精密機械

90 208 306 2.31 1.47資料'通産省

｢工業統計表｣により算出(4) 労働生産性の向上このような技術革新,労働装

備率の上昇がもたらした成果を生産性の向上の側面からみてみようo全産業では,第5表に示すよ

うに就業者 1人当たり実質国民総生産は石油危機後の経済停滞期の49年に02%と落ち込んだことを

除けば,年々かなりの上昇率を維持してきており.高度成長期には年率10%を上回る年が何

rE,qもあった｡50年代の低成長鰍 こおいても少なくとも2%を下回らないスピードで生産性は上昇

をつづけている｡ならしてみると30年代,40年代の8%前後に対し,50年代はかな

りスピードは低下しているが,3%程度には達している0-万,製造業の労働生産性は

,景気変動の影響を受けることが大きいため,年々の上昇率の変動は全産業のそれに比へる

とかなり大きいが. これは,生産設備が短期的にはフルに稼動しないことがあり,加えて生

産のレベルダウンに応じた雇用量の調整に遅れがみられることもあって,生産性の上昇率が低下すること

になるのである.しかし.ならしてみると.刺造業の生産性上昇率は,30年代 40年代の

それぞれ10%に対し,50年代でも6%と,かなり高い水準を維持している｡ こうした生産性の上昇に

よって,生産性の水準は1977年現在で対米10%程度の水準に追いつき,対西欧水準

格差では上回るに至っているo(5)労働力の質的変化技術革新は労働力の質へ大きな影響を与

えてきている｡就業者の職業別の構成をみると(第6表)専門的･技術的職業の割合は35年の5%か

ら55年には2倍に近い91%にまで上昇している｡米や



第5表 労働生産性の上昇率
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(%)

就業者l人当たり実質国民総生産(i) 製 造 工 業 労 働 生 産 性(2

)31年 4

.632 6.9 -

33 5.1

34 10

.135

ll.636

12.537

5.4 2.838 ll.4 9,

Li39 9.5

12.i40 4,7

3.541 10

.1 13.042 ll.8 16.5

43 ll.5

14.344 9

.6 l3.545 9.1 lO.4

46 6,0 4

.447 7.6

ll.448 4.9 20.1

49 0.2 0,8

50 3.5 △

5.151 3.

8 12.052 3.8 5.0

53 3.9 7.

95Li 4.

0 ll.855 2.9 6.3

56 2.5 2.457 2.0

1.058 2.4 4.5



第6表 稔業別労働力構成

35年 45年 5

5年A 計 100 lo

o 100専門的.技術的職業 5.0

6.6 9.1管 理 的 職 業

2.3 3.9 4.9事 務 10.3 14.0 17.3

販 売 10.6 12.0 14

.1農 林 漁 業 32.4 l9.2 10.8

0.8 0.3 0.i運 輸 通 信 3.4

4.5 4.3技術生産工.単純労務 28.7 3l

.9 31.0保 安 十l 1.2 1

.4サ - ビ ス 5.4 6.5 7.0貿料 総務庁 ｢国勢調査

｣は11%程度に上昇していると推測される｡このような専門的技術的職業の内容は,30

年代.40年代においては,生産技術的な性格が強く､50年代に入ってからは情報化に

伴うソフト的性格を韓めるなどの変化はみられるが,いずれにしても,技術革新が,より高

級な技術を労働力に求めるようになってきており,教育,訓練なと,労助力の供給面の対応

が進んだことを反映しているのである｡進学率の上昇の面から,この変化をみると,義務教育後の高校進

学率は30年の51%か

ら50年の91%へ,また,大学進学率は同じ期間に18%から34%へとそれぞれ上昇し

てきている｡職業別の変化としてはそのウェイトは専門的 ･技術的職業に比べれば低いが管

理的職業の割合の上昇も注目されるoこれは,経済活動が効率的に行われる必要性が増大

してきていることを反映したもので,広義の技術革新の効果である｡いうまでもなく高学歴化

はこれに直結しているOなお,その他に.事務の増加,技能･生産工 ･単純労務の減少が対

照的である｡このようなブルーカラーからホワイトカラーへの転換は長期の技術革新の効果であ

ることはいうまでもない｡しかし,やや短期的には,たとえば35年から45年にかけて技

能 ･生産工 ･単純労務の増大もみられた｡このような状態は技術革新の初期の局面では,複

雑労働を高度の技術労働と単純労働に分解する過程が生ずることの反映である｡ この分

解された単純労働はやがて機械によって置き換えられることになるわけで, これは高度の技術革

新の段階といえる.後に述へるように.事務部門に技術革新
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ととなるのである｡

2 高度成長期の技術革新

日) 技術革新の特徴

技術革新の長期的な展開と労働力への影響についてはみてきたが,つきに,その最初の高

揚期である高度成長期の特'&を述べることにしよう｡

20年代において輸出産業の中心となっていた線維産業,つづいて登場した鉄鋼業,さらに

家電産業なとは,いずれも国際競争力を強化するという要請を受けて.30年代に入ると合理

化,4=産性向上,コストタウンを強力に展印したOこの過程で主としてアメリカなどから最

新技術が輸入されたこと,それらの新技術が産業間で相互に刺激し合って投資が波及すると

ころとなり技/qT革新のテンポはいやが上にも高まった｡

当時の技術革新の1つは,機械加工工程において精度を高め.生産速度を早めるために採

用された自動化を中心とするもので,当然ながら労働節約効果をもついわゆるメカニカル･

オートメイション,第2は,スケールメリットを活かす大容量化を目指す,主として装置産

業におけるものであって,大規模化 連続操業化を軸とした計器操業への転換を図る,いわ

ゆるプロセス･オートメイション､第3は,これらと関連をもちながらも主として事務部門

の効率のレヘルアップを図るいわゆるコンビュ-タリセイションであった｡

これらの技術革新は,それぞれの産業の性格に応じて多様に採用され,その進展の速度も

異なったが,いずれも,共通して労働装備率の上昇を伴うものであった｡既出第4表でみた

ように,製造業の労働装備率は35-45年で2.86倍という著しいものであったし,鉄鋼業,化

学工業では, この時期3倍前後と高かった｡機械工業では単純ヴi働と技能労働の分解を伴う

過程にあったこともあって.労働装備率のレヘルや上昇の程度は装置産業のそれほどではな

かった｡しかし.製造業全体としてみた労働装備率は40年代に入ってからも,その上昇テン

ポは鈍ることなくつついた(第7衷)｡それは,新しい技術が次第に広汎に普及し,大企業に

ととまらず,中′ト企業にも波及するようになったからである｡

大企業を中心にスケールメリットを追求する大量生産方式が行われ,生産規模が拡大する

につれて.労働力需要が増大し,40年代に入ると日本経済はしだいに労働力不足経済へと移

行したが,この影轡を受けて労働力確保難におちいったのは中小企業であった｡ このような

中小企業は,いきおい労働節約的技術を採用せさるをえなくなり,ひいては労働装備率を高

-61-



第7表 企業部門の資本装備率上昇率

全 産 業 製 造

業40年度 10.1

ll.641 4

.2 2.042

7.5 ll.843 12.2 12.9

44 14,0 2

9.645 13.9

16.846

ll.3 12.747 10.4 7.0

48 ll.9

10.649 10.5 13.1

50 3.7 4.

951 8.8

8.i52 7

.I 4.053 3.7 3.2

54 8.4

2.855 8.6 9.756 5.3 5.

357 5.0 i.858 7.3 7.8資料 r

大蔵省 ｢法人企業統計｣めたのである｡大企業と中小企業の労働装備率の格差をみると(第8表), 35

年度256であったのが40年度29,6,45年度309とかなり急速に格差を縮′ト

させている｡ このような状況が,40年代に入ってからも労働装備率の上昇テンポを鈍らせることにならなかった理由であるO
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(2) 労働生産性の上昇と雇用の増加

労働装備率の上昇による技術革新の効果は労働生産性の上昇に端的に反映されている｡製

造業の労働生産性の年率上昇率をみると,30年代の前半の9.2%,後半の7.6%から,40年代

に入ると前半ではじつに13.4%へと著しい上昇を示している｡後半は石油危機によるスタグ

フレーションへの突入で反転して著しい鈍化を示すが,その後回復している(第9蓑)0

第9蓑 製造業業種別労働生産性上昇率
(%)

35/30 40/35 45/40 50/45 55/50

59/55食 料 品 △ 0.2 3.3 3.7 4.

8 i,0 △0.3棉 6.8 6.9

9.8 5.0 5.8 3.2製 材 4.0

0.4 4.9 △0.3 3.4 △1.5紙 パ ル プ 6.8 7.7 13.8 5.9 9.1

4.5化 学 9.8 10.2 15.6 5.7

9.6 5.9石 油 15.8 16.7 1

6.2 2.1 0.8 0.5コ ム 2.I 2.3 ll.8 9.2 ll.3 2.7

皮 革 ?.2 7.1 7.4 5.7 0.8

3.3窯 業 6.2 7.8 ll,0 4.5

8.6 2.4鉄 鋼 9.1 10.8 17.

5 6.3 7.7 2.3非 鉄 10.3 8.9 13.5 5.5 9.5

1.7せ 唱 和 LL1.. 14.9 4.2 7

,9 △0.2一 般 機 械 3.7 15

.7 6.5 ll.3 7.7電 気 機 械
6.2 20.6 9.2

輸

送 機 13.6 6.9精 密 機 械 8.5 13.7 4,39

.2 7.6 13.4 5.5 8.6 4.5資料.日本生

産性本部 ｢生産性統計｣上昇率は年率上昇率業種別にみると,

30年代は高い生産性上昇率を示したのは主として装置産業であるが.40年代に入ると機械工業も遜色のない上昇

率をもたらすようになる｡ これはメカニカルオートメイショ



このような著しい生産性の上昇は労働節約効果の発揮であるが,そのことが,雇用の減少

につtj:がったのでないことは,第10表の雇用の状態からみることができるO製造業の全体の

雇用は30年代前半で約60%,後半30%という著しい増加をもたらした｡ これは,労働節約

的効果が発揮されたにもかかわらず,生産の増加がこれをはるかに上回ることによって雇用

の機会を拡大したのであるoとくに生産規模の拡大の著しかった機械工業は,著しい生産性

の上昇と併行して,いずれも製造業の平均を上回る雇用増加を実現している｡

第10蓑 製造業業種別雇用
(35年-100)

26年 30年 35年 40年

45年51.9 60.4 100 12

9.9 l50.I食 料 品 36.4 57.2 1

00 l68.5 186.6峨 総 86.9

85.2 100 105.0 92.4衣 服 40.7 53.6 100 143.I 191.6

木 材 53.6 59.5 100 l35.5

147.4家 具 22.9 38.3 100 13

9.7 183.1紙 パ ル プ 43.4 6ユ.3 1

00 125.7 日8.6出 版 印 刷 52.4

72.9 loo 128.3 133.1化 学 63.0 71.1 100 123.5 131.5

石 油 52.3 74.4 100 111.1

l51.8コ ム 49.3 55.4 100

106.4 118.4皮 革 51.8 57.4

100 150.0 136.6窯 業 45.I

56.2 loo 126.5 140.4鉄 鋼 60

.1 63.5 loo 125.8 130.0非 鉄 38.6 55,0 100 l26.6 141

.7金 属 製 品 31.8 Ll4.0 100 14

0.0 165.7一 般 機 械 42.8 51.3 l

oo 133.I 203.7電 機 3

2.3 39.5 loo 136.7 209.2輸 送 機 59.6 64.5

100 139.3 175.9号音 密 機 械 38.6 50.1 100 139.1 1

58,8染料 .労働省 ｢毎月勤労統計｣しかしtj:がら,40年代に入ると製造業の雇用は全体としては前半で18%とかなり増加率



労働力人口と技術革新

革新による雇用節約効果にはかならないのである｡

(3) 労働力の質的変化

雇用の量にも, このような影響を与えた技術革新であるが,労働の態様の変化を通じて労

働力の質に与えた影響は局部的ながら決して小さくないものがあった｡そうした事情を端的

に示すのは第11表である｡これは鉄鋼業の一工程である圧延部門において新鋭工場が操業さ

れた場合の労働力の構成が旧式工場に比へてどれだけ激しく変わったかを示したものである｡

まず年齢的には.従来30歳･La 40歳台の熟練工を主体とした職場が20歳台の若年者中心の工

場に一変したことであり,それは同時に学歴構成の変化にみられるように高卒がゼロから,

半数を高卒者で占めるレベルアップが実現したことである｡

第11表 鉄鋼圧延部門の労働力構成の変化
(%)

旧式工場 新税工

場痩 100

100

6 34

44

124

0 1ー0

0痩 1

00 lo

o100 4

30 l70 60 34

賀料.労働省 ｢労働生産性調査｣(34年)しかし,こうした状況変化が従来

の中高年熟練工の解雇という形で実現したのではないことが注目されるのである｡第12表に示す

ように,たんに工場のなかにとどまらない広汎な配置転操が行われている｡ この配置転換の

実施率が大企業はと高いことは,技術革新の程度が大きいとさほど.配置転換の必要性が大

きく,また事実,それは実施された｡いうまでもなく,配置を代えることは労働条件の変化

を伴うことでもあり,労使間の協議の対象にもなるわけだが,それは円滑に実施されている

｡たまたま,生産拡大.織場の拡張という条件の下であったことがそれをより円滑に可能としたのであ

るが,日本の労使関係の柔軟さの証拠でもある｡



第12蓑 設備技術の変化に伴う配置転換実施率



第13表 M E 導 入 状 況

労働力人口と技術革新

(形)

導入比率 時 期
予 定-49年 50-54年 55年- 1年以内

2-3年以内A 計 59.3 31.0 40.6

28.3 2.6 6.695.6 66.2

28.8 4.6 0.5 1.6300-999人 77.1

39,8 40.2 20.0 1.9 3.8100-299人 5l.2 22.2 42

.4 35.3 2.9 7.830-99人 40.

9*資料.労働省｢技術革新と労働に関する

調査｣(57年11月)(注) *55年数値 (労働省｢職業別労働力実態調査｣)

第14蓑 設備投

資の動機Llti

60年度能 力 増 強 44.1 34.0合 理 化 l5.5

22.2研 究 開 発 3.8 13.0資料 日本開発銀行 ｢

設備投資計画調査｣技術革新は雇用には決定的な影響を与えつつある｡第15表に

示すように,ME化は30%の工場で雇用を減少させる一方,雇用増をみた工場は例外的で

ある｡しかし,ここで見逃すことのできないことは,ME機器を生産している工場では,

生産拡大を伴っているために,雇用が減少した工場よりは雇用が増大した工場の方が多いと

いうことである｡こうした状況は高度成長籾における大量生産方式の伴った技術革新下でも

みられたことであるが.いわば技術革新の投資効果が労働節約効果を上回ったものとして,と

くに注目されるのである｡技術革新によって労働節約は進展するが,技術革新の担い手産業は

例外であるということである｡労働装備率の上昇は50年代に入ってからも経済成長率,

生産増加率の鈍化ほどには落ち込んでいないことは既出第7表にみたとおりであるし,最近

に至るほと第3次産業の労働装備率の上昇が第2次産業のそれを追い上げてきていることも既出第3表にみたところ

である｡こうした労働装備率の上昇にみられる技術革新の展開



第15蓑 ME化の雇用への影響(事業所比率)
(%)

資料 労働省 ｢技術革新と労働に関する調査｣

(2) 雇用面における変化まず,産業大分類別の雇用の最近の増加

率をみると,第16表のように55-60年では製造業では平均1.1%で,この間の生産増加率4.3%からみれば,著しく低く,

技術革新の影響が大きいことは明らかである｡しかし,同時に注目されるの

は.卸小売業,サ-ヒス業などが,それぞれ全産業の増加に倍する高い雇

用増加を実現している一方で,金融保険業,運輸通信業などが同じ第3次産業でありながら,55-60年の間に雇

用を減少させていることである｡第16蓑 産業大分類別雇用対前年増減率

(%)全産業 製造業 金融保険業 運輸通信業 電気ガ

ス水道業 サービス業55年 1.5 1.0 2.1 △0.6 0.i

2.6 4.956 1.9

i.1 2.7 0.2 0.7 1.6 4.157 1.2 0.7 1.8

0.4 0.0 0.6 2.758 0.3



第17蓑 製造業産業種別雇用

労働力人口と技術革新

(55年-100)

46年 50年 55年

60年製 造 業 計 113.7 105.5 10
0 104.9食 料 品 93.5 92.

9 loo 105.8蛾 坤 173.3

126.5 loo 86.9衣 服 88.6 100.8 100 95,3

木 材 155.7 129.5 100

69.8家 具 108.9 102.3 100
90.4紙 パ ル プ 116.4 109.JI

100 93.0出 版 印 刷 108.3

107.5 100 105.6化 学 119.4 110.9 100 95.1

石 油 105.1 log.6 100

87.0コ ム 125.6 107.0

100 99,0皮 革 115.0 1

04.4 100 80.1窯 業 ll6.

5 107.6 100 89.4鉄 鋼 12

5.4 121.9 100 91.2非 鉄 113.2 106.6 100 100.4

金 属 製 品 119.0 107.0 loo 1

01,6一 般 機 械 124.9 113.3

100 106.4電 気 機 械 101.

4 89.9 loo 131.9輸 送 積 106.8 114.5 loo 10

6.9精 密 積 械 97.9 91.0 100 115.8資料

:労働省｢毎月勤労統計｣るのか12業

種と半ばをこえており,55年から60年までの5年間に30%以上の増加をみているのは

電気機器産業のみであり.これにつくのか精密機器産業の15.8%である.この両産業は正にME

化技術革新の担い手産業である.技術革新の進展が雇用に与える影響は大企業と中′ト企業の比較に

も端的に表れている (第18表)o最近の約10年間 (46年～57年)では製造業全体では雇用は

はは横ばい的な状態であるが,/ト零細企業はど雇用増加率は高く100人未満の規模ではいずれ

も10%をこえる増加をみているのに対し,大規模企業になるほど雇用の

減少率が高くなり,500人以上では14%の減少となっ



第18蓑 企業規模別雇用者(製造業)
(千人)

46年 52年 57年 (57/

46)合 計 ll.743 ll.640 12.00

8 102.21-9人 I,245 1,420

1.488 119.510- 29 1,666 1

,754 1.909 iレl,530- 99 1,9

91 2,239 2.236 112,3100-299 1,580 1.605 I.733 10

9.6300-499 685 633 606

88.4500人以上 4,558 3
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労働力入日の地域分布

1 労働力人 口の地域的配置

この章においては,わが国の労働力人口の地域的構造が明らかにされるのであるが,まず

最初に,わが国の労働力人口の地域的配置が戦後とのように変化してきたか,また,その特

徴はどのような点にあるかを示してみよう｡

いま,わが国の沖縄を除く地域を図1に示されているような13個の地域に区分し, これら

の各地域内の就業人口の構成比率を算出してみると,衰1のようになる｡ この結果によれば,

わが国の就業人口は,とくに.関東1,東海および近畿Iの地域に集中していることが知ら

れる.これらの地域は,わが国の4大都市圏(図3参照)- 京浜大都市圏,中京大都市圏,

京阪神大都市圏および北九州･福岡大都市圏- のうち,北九州･福岡大都市圏以外の3つ

の大都市圏を含む地域である｡

ところで,さらに,フーバーの人口集中指棟 Aを用いて,就業人口の地域的集中の程度を

測定してみると,表2に示されるように,わが国の就業人口のAの値は,次第に上昇する傾

向を示し. このことから,わが国における労働力人口の1つの特徴として,その地域的集中

の程度の強化を指摘することができる｡ただし,7-バ-の人口集中指標Aとは, こ こでは,

第 1地域 (1-1,2,･･･,13)の就業人口の全地域の就業人口に対する構成比率をLl,第 1地

域の面積の全地域の面積に対する構成比率をAlとするとき,

4-÷ i3lL1-All (ll)1-1
で定義されるLlであるoこの定義から明らかなように,Aは,就業人Uの地域的集中の程度

が強く7Lilるほどlに近い値となる性質をもっている｡

2 労働 力人 口の地域別変動の特徴

最近における労働力人口の地域的変化をより詳細に考察するため,1960年から1970年まで,

ならびに,1970年から1980年までの各10年における各地域の就業人口を算出してみると蓑3

のような値が得られる｡この表の値によれは,わが国の経済活動が大きな進展を示した1960

年から1970年までの10年間には,全国において196%という大きな就業人口の増加が見られ,

しかも,地域間には就業人口増加率の大きな差異が見られた｡実際.この期間の最高の就業

-73-
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労働力人口の地域分布

蓑1 わが国の地域別就業人口構成比率

19471) 19602) 1970 19803)

実数 ●単位1000)

1000 1000 100.0 1000

(33.329) (43,691) (52,235) (55,382)

49 50 4.7 47(4.7)
ll5 98 8.7

125 19.1 227

107 8.9 83

72 60 5｡4

ll0 11.4 118

9.5 121 13.6

33 2.8 28

21 17 14

67 60 57

(注)総理府統計局編 F第2回日本統計年鑑j.衆京.日本統計協会,1951年.42-43東,

総理府統計局編 F第18回日本統計年鑑1,棄京.日本統計協会,1968年,55-56頁,

総理帝統計局編 F第24回日本統計年鑑よ 東京,日本統計協会,1974年,6卜63乱

総務庁統計局編 F第35回E]本統計年鑑3,東京,日本統計協会.1985年.77-78頁

により作成｡

l)全人口中の就業人口構成比率(単位 .形)｡

2)1960年以後では15歳以上人u中の就業人口構成比率(単位 %)0

3)比較のため沖縄は含まれていない0

4)( )内の値は沖縄を含めた場合の構成比率である(単位 ●%)O

蓑2 フーパーの人口集中指標(Aによる労助力人口の地域的集中の程度の推移

1947 1960 1970 1980

243 304 349 36.0

(注)表iの位により作成(単位 ･形).
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表3 地域別就業人口とその増加率

地 域 名 地域番号 OOO) 増加率 (単
位:形)1960 1970 1980 1960-1970

1970-1980全 国 Ⅰ 43.691 52.235 55,382 19.6 6.0JL 2.183 2

,460 2.598 l2.7 5_6東 北 Ⅱ

4,286 4,568 4.734 6.6 3.6関 東 Ⅰ Ⅲ 8,329 ll.872 13.431 42.5 1

3,i関 東 江 Ⅳ 3,891 4.337 4,56

9 ll.5 5.3北 陸 Ⅴ 2,619 2.822

2,840 7,8 0.6東 海 ⅤⅠ 4.997

6.184 6,595 23.8 6.6近 畿 Ⅰ Ⅶ 5.265 7,107 7.308 35.0

2.8近 畿 Ⅱ l吸 1,236 1,444 1.5

37 16.8 6.4山 陰 Ⅸ 743 737

738 -0.9 0.1山 陽 Ⅹ 2,632 2

.984 3,020 13.4 1.2四 国 XT i,915 乙010 2,033

5.0 十1北 九 川 刃Ⅰ 3,

350 3,546 3.727 5.9 5.1繭 九 川 ⅩⅠ1Ⅰ 2,249

2,163 2,251 3一9 4.1範 囲 46.4 13.0(汰)表

lの賀料により作成O人口増加率は,関東lにおける425%であり,他方,最低のそれは,

南九州の 39%であったoLたがって,その範囲は,46.4% (-L12.5% ( 39%))に達したO これに対して,19

70年から1980年までの10年間では,就業人口増加率に,それ以前の10年間に見られ

たほと大きな地域的差異が現れず,地域間

の就業人H増加率の範囲も13.0%に縮小した｡3 労働力人口の地域別男女別年齢別構造

こ こで.労働力人口の地域的特性.とくに,市部と郡部と



労働力人目の地域分布

表4 地域札 年齢別.男女別労敵力人口の構造

19芸≡ (鵬 憲 ;toiOg0･.0%W)
年 齢 階 級 総 数 男

女人 口 人 口 労助力人口 人

口 労働力人口総 数 65.3 44.0 31.5 2

6.8 33.8 17.2(100.0) (loo,0) (67.4) (100.0) (

85.0) (100,0) (50.9)15 - 64 歳 59.9

42,1 29.2 25.5 30.7 16.5(91.8) (100.0) (70.2) (100.0) (87.5) (100.0) (

53.9)65 歳 以 上 5.Li i.9 2.3 1.3 3.0 0.6(8.2) (100,0) (35,5) (100.0) (54,4) (100,0)

(20.9)年 齢 階 級 総 数 男 女人 口 労

働力人口 人 口 労働力人目 人 l:】 労働力人口& * 42.6 27.3 20.7

17.5 21.9 9.8(100.0) (100.0) (

64.0) (100.0) (84.2) (100.0) (44.9)15 - 64 歳 39.6 26.4 19.4 16.8 20.i 9.6

(92.9) (100.0) (66.6) (loo.0) (86,5) (100,0

) (47.4)65 歳 以 上 3.0 0.9 1_3 0,6 i,

7 0.3(7.1) (100.0) (29.9)

(100.0) (50.4) (100.0) (15.2)年 齢 階 級 総 数 男 女

人 口 労働力人口 人 口 労働力人lニー 人 iコ総 数

22.7 16.7 10.8 9.4 ll,9 7,4(100.0) (100.0) (73.6) (100.0) (86.5) (10

0.0) (61.9)15 - 64 歳 20.3 15.7 9,8 8.7 10.6 7

.0(



年 齢 階 級(人口構成比率) 総 数 男 女人 口 労働力人口 人 Lj 労働力人(二一 人 H 労

働力人1コ総 数 89.5 57.2 43.4 35,6

46.0 21.6(100.0) (loo.0) (64.0) (100.0) (82.

1) (100.0) (46.9)15 - 64 歳 78.8 54

.2 38.9 33,6 39.9 20.6(88.1) (100,0) (68.7) (100.0) (86.2) (100,0) (51.

6)65 歳 以 上 10.6 3.I 4.5 2.1 6.1 1.0(lt.9) (100,0) (28.8) (100.0) (46.0) (100,0) (】6.1)

年 齢 階 級 総 数 男 女(人口構成比率) 人 口 労

働力人口 人 口 労働力人口 人 口 労働力人口総 数 68.0 42.

9 33.∫ 27.2 34,8 15.8(100.0)

(100.0) (82.i) (100.0) (45,2)15 - 64 歳 60.6 40.9 30.0 25.8 30

.6 15.1(89.2) (loo,0) (85.8) (100.0) (49.4

)65 歳 以 上 7.3 2.1 3.ー 1.4 L

i,2 0.6(10.8) (100.0) (

46,i) (100.0) (15.4)年 齢 階 級 総 数 罪

女(人口構成比率) 人 口 労働力人【コ 人 口 労勧力人

口総 数 21.5 14.3 10.3 8.5 ll,2 5.

8(100.0) (100.0) (66.4) (

100,0) (82.0)15 - 64 歳 18.2 13.3

8,9 7.8 9.3 5.5(84.5) (100,0) (73.1) (loo.

0) (87.7)65 歳 以 上

3.3 i.0 1.4 0.6 I.9 0.3(l5.5) (loo,0) (29.6) (loo.0) (45.7)

(注) 総理府統計局 ･F昭和35年国勢調査報告El第2巻,その1.東京,日本抹言日義会,1962

年,20-31頁,総理



労働力人E3の地域分布

人口r壬】の労働力人口構成比軋 すなわち.労働力率である｡

各種の構成比率は,この裏の値からではなく.1.000人を単位とする人口の億から算出

した｡

1960年の値には,沖縄県の値が含まれていないが,1980年の値には沖縄県の値が含ま
れている｡なお沖縄県の労働力人口の総数は1980年において046百万 (総理府統計局

昭和55年国勢調査報告,第3巻.その2,47沖縄県.東京.E1本統計協会 1983年,194
頁)であり,沖縄県の値をこの表の値からとり除いても各種の構成比率に大きな変化は

生じないO

軌 65歳以上階級別),男女別労働力率である｡この表の数値によれば,まず,高年齢層の労

働力率が非高年齢層のそれよりも低くなっていることが知られるが.その低下の程度は,1960

年よりも1980年において強くなっている｡また,市部人口の労働力率は,一般に,男女とも.

郡部人口のそれよりも低く(例外的に,1980年における男の総数ならびに65歳以上階級の労

働力率が市部において高くなっている)なっているOところで,1960年では.労働力率の市

部郡部間の差異が顕著であったのであるが.1980年においては.その差異の程度が縮小し,

郡部の労働力率が市部のそれに類似して来た｡ この点が,最近における労働力率の特徴とい

えよう｡

4 労働力人口の産業別構造の地域的差異

労働力入日の地域別産業別構造を見るため,わが国を4大都市圏を含む地域 - 関東 Ⅰ,

東海,近畿 I.および北九州 - ならびに,その他の地域に分け,各地域の1947年.1960年,

ならびに1980年における産業別就業人口構成比率を算出してみた｡その結果が表5に示され

ている｡ この表によれば,いずれの地域においても,第 1次産業就業人口の構成比率が,1947

年以来急速に低下し,その反対に.第3次産業就業人口構成比率の急速な増加が現れた｡

そして.1980年においては,第2次産業就業人口および第3次産業就業人口の各構成比率の

合計は,すへての地域で80%以上の値を示すに至ったO

ところで,一般に,第2次,または,第3次産業就業人口の構成比率は,都市化が進行す

るにつれて増大する傾向が見られるが.1)ここで,各地域の第2次産業就業人口と第3次産業

就業人口とを合わせた就業人口構成比率Lp,Ⅲならびiこ第2次産業就業人口構成比率LIlと
市部人L:j構成比率Uとの関係を観察してみると,図2のような関係が得られた喜)この図から

明らかなように,第 2次第3次産業就業人口構成比率LII,皿は市部人口構成比率と常に密接

な正の相関関係を示した｡第2次産業就業人口構成比率LJlは,1980年では.市部人口構成
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裏5 地域別産業別就業人口構成比率

.94,年 (単位冨慧il;OT%)
地 域 名 地域番号 総 数 構 成

比 率絵 数 第 1次産業 第2次産業 第3次産業 第

2,3次産業全 国 uE 33.329 100.0 53.LI 23.7 22.9 46.6関 東 l 4.170 100.0 3

3.6 32.7 22.7 55,4東 海 Ⅵ 3.654

100.0 51.0 27.1 21.9 49.0近 畿 1 Ⅶ 3.151 100.0 29.2 37.7 33.1 70.8

北 九 川 Ⅶ 2.902 100.0 49.2 27.9 22.9

50.8その他の地域 19,452 100,0 62.7 18.3 19.

0 37.3地 域 名

地域番号 総 数全 国

Ⅲ 43.69l関 東 1 8.3

29東 海 Ⅵ 4.997

近 畿 Ⅰ 1廿 5.2

65北 九 川 刃l 3.350

その他の地域 21,750

総 数 匝 1次産業

地 域 名 地域番号

全 国

W関 東 1東 海 Vl

近 畿 I Ⅶ北 九 川 Ⅶ

その他の地域 構 成

比 率[車重 産業 r第2

.三哀画89.196

.391.896.88

6,682.4総 数

第 才次産業 第2次産業100.0 10.9 34.3loo,0 3.7 35.1l

oo.0 8.2 日̀,8一oo.0 3.2

38.1100.0 13.4 28.CF100.0 17.6 31.7

(注) 表lで用いた資料による｡したがって,1947年



(1)1960年

図2 市部人口構成比率Uと第2次第3次産業就英人E3構成比率LH,Erおよび第2次産業就英人□構成比率LⅡとの関係

(2)1980年

500 1000U (形)(注) 表5で用いた資料と.総理府統計局 ‥隅13回日本統計年鑑ム 東京･日本統計

協会 1963年･14-15見総務庁統計局 ･隅3洞 日本統計年鑑』,東泉 日本統計協会,1985年･29日とを用いて作戒した｡ Jj3'塗しJJこ

,



比率Uとあまりよい相関を示さなくなったが.LTlとUとの問にも,常に正の相関が見られ

たo このことから,ここでも,一般的傾向と同様に,都市人口構成比率と第1次産業以外の

産業の就業人口構成比率との問には正の相関関係のあることが確認された.

5 労働力人口の教育程度の地域的差異

最後に,労働力人口の教育程度の地域的差異について考察してみよう.1968年と1982年に

おける4大都市圏(図3参照)とその他の地域との初等,中等,高等の各教育機関の卒業者お

よび在学者の構成比率が表6に示されている｡ この表によれは,まず.高等教育機関卒業者

紘.常に4大都市圏に多く見られることが指摘され得るOついで,最近では,女の高等教育

機関の卒業者の割合が増加したことが知られる｡

なお,4大都市圏とその他の地域における就業者1人当たり純生産Yと中等,高等教育機

関卒業者構成比率Es.Hおよび高等教育機関卒業者構成比率EHとの関係はきわめて密接であ

り,これらの問には,図4に示されているように､統計的に (有意水準5%で)有意な正の

相関関係が得られた03)このことは,高い労働生産性を実現するためには,高い教育水準をも

つ人びとが要求されることを示唆しているといえよう｡
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(汰) 稔理府統計局 ･r昭和55年寓勢調査資料シ1)



蓑6 地域別男女別教育程度別就業者構成比率

;96篭 (柑 構霊芝表10;0)
年齢階級 総 数 構 成 比

率総 数 卒 業 者
在学者総 数 77) 等

中 等 高 等総 数総 数 49,006 100.0 99.2 55.3

33.6 10,3 0,815-64歳 46,703 100.0 99.

2 53.8 34.8 10.6 0.865歳以上 2,303 1

00.0 100.0 85,4 9,0 5.6 0.0男総 数 30

.253 100.0 99.2 52.4 33.3 13.5 0.815-64歳 28,644 loo.0 99.I 50.7 34,6 13.

9 0.965歳以上 1.609 100.0 100.0 82.2

10.3 7.5 0.0女給 数 18.627 loo.0 99.3

60.0 3JI.1 5.1 0.715-64歳 17,933 loo,0 99,3 58.8 35.2 5.3

0.765歳以上 6

94 loo.0 100.0 92.8 5.9 0.1 0.0年齢階級

総 数 構 成 比 率総 数 卒 業 者 在学者総 数 初 等 中 等

高 等総 数総 数 21,887 100.0 99.0 44.6 3

9,i 15.4 i.015-64歳 21.119 loo,0 99.

0 43.4 40.0 15.6 1.065歳以上 768 100.0

100,0 77.2 12.8 10,2 0.0男総 数 14,6ー5 100,0 99.0 42,i 37.5 19.3 1.0

15-64歳 14.032 100.0 99.0 40.8 38.5 1

9,6 1.065歳以上 583 loo.0 100.0 73.4 1



労働力人目の地域/I)布

4大林市腰以外の地域

年齢階級

総 数

絵

数15-64歳

男総 数

15-64歳

65歳

以上女

総 数1

5-64歳65歳以上 栓 数 構

成 比 率総 数 卒 業 者

桓 者総 数 1 初 等 事 中 等 l 高 等27,119 100

.0 99.4 64.0 29.2 6.225.584 100.0 99,3 62,3 30.5 6.4

I,535 loo.0 loo.0 89.4 7.1

3.415,63B 100.0 99.3 61.9

29.3 8.1l4,612 100.0 99.

3 60.2 30.8 8.31.026 100.0

100.0 87.1 8.3 4.5ll,482 100.0 99.5 66.7 29.0 3.

7lO.973 100.0 99.4 65.4

30.2 3.8509

loo.0 100.0 94.i 4.7 1.2年齢階級 ､ 組 数 構 成 比 率

組 数 在学者 不詳総 数 初 等 中 等 高 等& #総 数 57.430 100.0 98.9 34.9 45.1 18.9 0.9 0.

115-64% 54.368 100.0 98.9 32.9 46.5 19

.5 1.0 0.165歳以上 3.059 100.0 99.9 70,7 2

0.5 8.8 0.0 0.1男総 数 34.797 100.0

98.9 33.0 43.7 22.3 0.9 0.115-64歳 32.83

5 100.0 98.9 30.9 45.I 22.9 1.0 0,1lt962 一oo.0 99.9 67.2 20,8 ll,9 0.00.0

女総 数



年齢階級 総 数 構 .成 比
率総 数 卒 業 者 在学
者 不詳総 数 初

等 中 等 高 等轄 敢総 数 28,063 100.0 98.4 27.5 46.0 24.8

1.5 0,215-64歳65歳以上 26.8471,216 100.0100.0 98.399.8 26.061.2 47

.025.0 25.313.7 1.50.00.20.0男総 数 17

,742 100,0 98.3 26.0 43.6 28.7 1.5 0.215-64歳 16.927 100.0 98.3 24,5 44.5 29.2

1.5 0.265歳以上 815 loo.0 99.8 56.6 25.

2 18.0 0.00,0女給 致 10.321 100.0 98.4 3

0.I 50.2 l8.i 1.5 0.115-64歳 9.920 100.0 98.3 28.5 51.2 1

8.6 1.5 0.265歳以上 401 100.0

100.0 70.6 24.2 LI,7 0.00.04大都市圏以外の地域年

齢階級 絵 数 構 成 比 率総 数 卒 業 者 在学者 不詳総 数 初 等 中 等 高 等

総 数総 数 29.364 一oo.0 99.5 42.0 44.3 13.3

0.4 0.1l5-64歳 27,521 100.0 99.5 39

.6 46.1 13.85.515,5 0.5 0.I65歳以上 1.8Ll3 loo,0 loo.0 77.0 17.6 0.00.1男総 数 17

,055 100.0 99.5 40.3 L13.8 0.4 0.015-64歳 15,9

08 100.0 99.5 37.8 45.6 16.1 0.4 0.065歳以上 1.147 1()0.0 100.0 74,7 17,7

7.6 0.00.0女総 数 12.309 100.0 99.4 44,3 45.0 lO_2 0_5 0.1

15-64歳 ll.613696 100.0100.0 99.4loo,0 42.180.5 46.617.2 10.72.3 0.2

0.0 0.10.1(注)総理府統計局 ･F昭和43年就業構造基本調査報Lla全国編J,東京,u本統計協会 1979*,14-19fi,

346-347頁.364-401頁.



図4 就芙蓉1人当たり純生産Yと教育水準 (Es,H･Es)との関係

(2)1982年

0_0 05 10 1.5

Y(百



(追) 1)UnitedNatlOnSIPaElerTLS0/UrbanandlhraLPopulaLEOnGrotuth.New

York,UnitedNatlOnS.1980.pp.17 19

2)図2は下記の都市人口構成比率Uと表5の値から得られた｡

地域別市部人口構成比率

地 域 名 地域番号 市部人口構成比
率1960年 19

80年関 東 1 班 84.2%

92.3%東 海 Ⅵ

66.0 76.5近 畿 Ⅰ ＼廿 85.7 91.2

北 九 川 Xq 58.8 68,

5その他の地域 - 50.5 63.3(注) ｢その他の地域｣には沖縄県は含まれていな

い03)図4は下記の真の値から得られた｡地域別教育状態別就業人口構成



第6章 労働力人口の将来推計
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労働力人口の将来推引

1 本 稿 の 目的

本稿の目的は,日本でこれまで行われてきた労働力人口の将来推計の結果を整瑚すること

ではなく,労働力人口の将来推計に当たっての問題意識の整理をおこなうことにある｡なぜ

なら,将来推計の目的は,労働力人口推計に限らず.推計を行おうとする研究者や機関が,

現在問題となっている事項あるいは現在は小さな問題ではあるが近い将来大きな問題に発展

する可能性のある事項に関する将来の動向を,年次とともにその問題点の大きさを数量によ

って表すことにあるからである｡言い換えると,将来推計のテ-マ,推計に用いられる方法と

結果は,推計を担当した研究者や械閑の問題意執こ大きく影響されるからである｡要するに,

ここでは労働力推計の内容とそれぞれの時代の問題あるいは人口の状況との関連性を検討し

てみよう｡

労働力人口の動向を規定する経済と人口の関係について, これまでの章で検討されている

れ ここで再度これらの点と労働力人口の将来推計をする意義について簡単に触れておこう.

｢一国のなかで,日 物々が生産され,取り引きされ,消費されていく｡ この経済の流れ

を動かしているものはいうまでもなく国民の労働である｡勿論国民といってもすべてが

働いている訳ではなく.我が国では主として青壮年層を中心とする国民の約半数近くの

ものが, この経済活動に参加しているのである｡その中には,生産に従事している人達

もあるし,流通部門で働いている人達もいるし,またサービス的な仕事をしている人達

も多い｡さらに仕事を持ちながら休業している者や.職をもたずに仕事をさがしている

失業者もいるoわが国では, この仕事をしている人を従業者と,さらに休業者および失

業者をもふくめた.ひろく経済活動にむすぴついている人口をわれわれは労働力人口と

いうのである｡従って国民ののこりの部分,すなわち幼児や学生とか,また多くの老人

や家庭の主婦のように,就業しておらず就業する意志もない人達は非労働力人Ljとして

まとめよう｡

国民をこのようにわければ, この労働力人口とは労働しているかまたは働くことをも

とめてという意味で,労働市場の供給面にたっている人達である｡従って一国の経済的

繁栄はこの労働力人口の動向によって左右されるし,また逆に-Egの経済的状態の変化

はこの労働力人Uの構成に反映されるのである｡一方個人の立場からみれば.各個人は

労働をして収入を得,それによってみずからの生活を維持している｡従ってはたらく意
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志があるのに就業の機会をもたない失業者の存在は大きな社会問題であろう｡

かくのことく労働力人口の動勢をつかむことは一国の経済晩 社会的状態を判断する

上にかくへからさる要件であり,労働力調査はこの労働力人口の月々の変化をとらえる

ためにおこなわれている｡｣1)

労働力人口の将来推計は,この労働力人口の現在から将来にかけての動勢をみるために行

われるもので,国の経済計画策定に必要不可欠の資料となっている｡

2 将来の労働力供給の推計方法

労働力人口の将来推計の多くは.労働力率を用いる方法である.労働力率とは,人目のな

かで労働力人口となっている人の割合であり,国勢調査あるいは労働力調査を用いると男女

年齢別に計算することができるOなぜ.労働力率を用いる方法が数多く用いられたのであろ

うか｡

図1は,戦前と最近の国勢調査をもとに,男女年齢別労働力率を示したものである｡ この

図から,男女年齢別労働力率の基本的バク-ンが,戦前と高度経済成長期を経た安定成長期

においても変化が少ないことが指摘できる.すなわち.25歳から55歳までの青壮年齢層の男

子のほとんどが労働力人口となっている｡また青壮年齢層の女子についても.若干の変化は

みられるものの.その半数が労働力人口となっていることには変わりはないO

男女年齢別労働力率の基本的バク-ンが,戦前から半世紀にわたっても変化が少ないとい

うことは,労働力の供給は,第1に総人口の増加よりも,人口の年齢構成の変化とくに青壮

年齢人口の動向に大きく影響をうけることを意味している｡さらに,生産年齢人口の増加は,

ただちにその4分の3の労働力人口の増加を意味する｡

労働力の供給が,経済活動の成長を上回る時期には,それだけ失業者が多くなり,反対に

経済活動が急速に拡大すると労働力不足となる｡したがって,失業者が多い時代には,現在

から将来にかけての労働力供給力の推計,あるいは生産年齢人口推言lが必要である｡このよ

うな点を最初に指摘した研究者に上田貞次郎がいるoそこでつぎに彼の研究をみてみよう｡
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3 労働力人口供給過剰時代の将来推計

(1) 戦前における推計

失業問題は,戦前の我が国において人口問題あるいは社会問題のなかで大きなウエイトを

占めていた｡それは,｢国土狭少こ シテ天然資源二匿シク,而モ産業経猟 発達ガ末ダ不

十分ナル我国二在リテハ,人口桐密ノ皮ヲ加フルニ随ヒ労働ノ需給均衡ヲ失シ国民生活ノ不

安ヲ招練スルノ虞アリPと考えられていたからであるO

失業問題について様々な調査研究が進められていた｡そのような議論のなかで.上口(1932)

は ｢人口の増加率は社会状態の変化に順応するものであって,職業の増加するときは人口

増加率が高まり.職業が増加せさるときは人口も自然に低下するという事実がある｡けれど

も人口増加率は左程敏速に変化するものではない｡以前の順況な時代に於いて枕に増加した

所の人口は急に減少するわ桝こ行かない｡15年前又は20年前に生まれた所の子供は今頃労

働年齢に入って来て破棄を求める｡過去20年間出産率が上り坂にあった国に於いては.令

日以降の20年間の労働年齢に逮するものの数は増加するに相違ない.ここに入日と産業との

釣り合いの取れない時代が出来得るO而して我国に此の如き時代が現に来てゐるのではない

かO少なくとも将に釆たらんとする恐れがありはしないか｡これが私の論点である濃 考え

た｡

したがって,日本人口の将来動向をみるのには,｢出来るならは来るべき20年または30年

間に(1旧本の総人口が何程に増加するのか,又(2)その中有業者として働くべき年齢のものが

何程になるのか.(3)幼年老年にして扶養教育を要するものが何程になるのか, この3種の

数字を推定すべきである｡J4)t指摘した｡ このよう蛸 えは,それまでになかったといえようO

なぜなら.上田が1933年に1970年までの年齢別人口の将来推計を発表するまでに行われた我

が国の将来推言1人ロはすべて.過去の人u増加率の推移を将来に延長して計算された.総人

口のみを推計したものばかりであったからであ85!

上田は,現在コウホート要因法といわれる方法を用いて1930年から1970年までの年齢別人

口の推言1を初めて行ったOそこで用いられた死亡と出生に関する仮定は,きわめて簡単な

ものであったoすなわち,1930年国勢調査の年齢 (5歳階級)別人口を基準人口とし.死

亡については1925年から1930年までの国勢調査間の年齢別生残率,出生については毎年の出

生数を210万と仮定し.1970年までの日本の年齢別人口の推計を行った.6)彼はこのような単約
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労働力人口の将来推計

な仮定に基づく推計の結果には.精密に言えは幾分誤差を生じることは覚悟しなければなら
7)

ないが,その誤差は大勢を動かすに足らずと考えていた.

1933年の推計結果から.年齢3区分別の年齢別人口を表 1に示したoこの表から,つぎのよ

ぅな結論を出してい880)｢人口総数は今後20年間は紳別路港税するけれどもその増加率は急に

下向するであろう｡妊挙率の低減の傾向が継続するものと仮定すれば.人H増加の極点は1960

-70年間にあって,そのときの総人口は推算が困難であるが8.000万を多く超えることはあるま

い｣92指摘したうえで,｢年齢構成は20世紀の初めから児童の激増を見たが,現今が増加の極点

であろう｡今後は児童人口は実数において停止し,比率において低減することが予期される｡｣

したがって.｢生産年齢の人口は今後20年間 (毎年40万から58万増加し,その増加率はその間

の人口増加率を2%前後上回る.･･)激増を見るだろうOこれらのものに対して職業を与えるこ

とが痛切なる問題である｡産児制限は彼らの負担を軽くするのに役立つのみである｡｣

表1 年齢(3区分)別人口の推計
(I,COO)

年 齢 1920 1930 1940 1950 1960

1970総 人 口 55.963 64,067 7l.846 78.355 83

,582 87▲7230-14歳 20,416 23,502 25,795 25,

824 25.824 25.82415-59歳 30,949 35.827 40.3

99 45.963 50.392 53,38460歳以上 4,594 4.737 5.652 6.568 7,364 8.524

類料 上田貞次恥 ｢近さ将来における日本人ロの予測｣,F日本人口問題研
究i第一軌 1933年

7月,22-23ページ｡(2) 戦後直後から1960年までの推計労働力人口

の将来推計は,その国の経済計画策定に必要なものであるが,敗戦直後の時代にほより重要

な問題となった｡なぜなら,国民経済の破綻とともに,人口の急増があったからである｡敗戦直後

の数年間に海外からの引揚者は625万人で.その間外国人140万の国外退去があったものの

.けっきょく500万に人口が増加した｡引揚者の半数は復員軍人であったことから人口の急増は,まず青壮年齢層の人口の急増をもたらしたoつぎに

戦争末期に延期されていた出Ji-.がいっせいに現実化したからである｡1948年5月に経済安定本部が策定公表した ｢経済復興計画第一次試案｣は.戦後の混

乱した経済を安定させるための条件としてつきの4つをあげてい

al.0)1.労働の再生産が可能であるような合理的

な生活水準の確保｡2 必要な輸入を賄うにたる輸出 (自立



3,前2条件を満足する生産水準と均衡のとれた産業構造｡

4 労働生産性の向上と,できうへくんば完全雇用の実現｡

この時期における生産年齢人Uの増加と失業の問韻がどのようなものであったのであろう

か｡ ｢1930-34年当時の失業者は151万,総人口の2.3%であった｣が,計画策定時の失業者

は300万から400万と推定されていた1.1)｢その結果いわゆる正業につき得ない人による犯罪が

増加L,不正が横行して,社会不安の大きな原因となっていalJ2!さらに.1955年以降の5年

間毎に約600万の生産年齢人口の増加が現実的11ものとなっていた. この増加は,失業が問題

となっていた1930年代の増加の2倍以上の水準であることから,事態の深刻さが推測されよ

う｡

このような生産年齢人口増加の要因は.人口転換すなわち多産多死から少産少死への人口

動態の近代化によるものであったt3)すなわち.1925年以前に出生した世代は,兄弟も多いが

生存率も低かった｡しかし.1925年から1950年のあいだに出生した世代は,兄弟数は次第に

減少しつつあったものの,それを上回る死亡率とくに乳幼児死亡率と青年期の死亡率の低下

によって生残する子供の数は親の世代の約2倍となっていた｡ この人口転換の中間に位置す

る多産低死あるいは多産少死の世代が,上田がすでに指摘していたように,1950年代の後半

から生産年齢につきつきと加入してきたからにはかならない｡上田の推計よりもその増加が

大きいのは死亡率の低下によるものであり.十数年間にわたる生産年齢人口がもたらす ｢労

働力の供給過軌 の事態はより深刻なものとなっていた1.4)

生産年齢人口とくに若年人口の増加が.経済にもたらす衝撃の大きさについて,人口問題
15)

審議会が1959年に発表した｢人口白書｣は表2をもとに次のように述へている｡第1に,1955

年に3.991万の労働力人口は.1970年には5,349万と,15年間に1.359万増加するOこの増加は

1920年から50年までの30年間の増加938万の1.4倍に相当する大きさである｡第2に,第1次

産業とくに農業就業者は明治中期から戦前まで1.500万前後で安定していたこと,農業の近代

化は農業就業者を少なくする方向にあることから,増加する労働力人口は,第2次産業と第

3次産業部門で雇用する必要があること｡第3に,雇用しなければならない ｢近代的企業部

門の経営規模は,1970年代には1955年の2倍以上になっていなければならない｣｡

これまで述へてきたように,政府は1950年代から15年間にわたる膨大な労働力人口の供給

が確実となった状況下での経済計画の目標として.｢夏至済活動を出来る限り大きくして雇用
16)

の増大を図ること｣,あるいは ｢出来るだけ高い成長率を持続的に達成することによって,国
17)

民生活水準の着実な上昇を図りつつ,完全雇用の状態に接近すること｣を挙げていた0

1960年に首相となった池田勇人は, ｢所得倍増計画｣によって我が国の高度経済成長をな
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労働力人Llの将来推計

しとけた｡彼は,10年間に国民所得を倍増するには年平均成長率は7.2%となるが, ｢1961年

から3年間は9%でいくという方針をたてた｡当初成長率を高く見こんだのは,ちょうどそ

の間に戦後のべヒープ-ムに生まれた連中が就業する時期かやってくる｡それまでに経済の

規模を大きくしておかないと失業問題がおきるという配慮からたった｡｣
18)

蓑2 年齢(3区分)別人口と労働力人口の推移(1930-1975)

年 事欠 労働力人
口総 数 0-ユ4歳 15-59歳

60歳以上実 数 (100万)1930 64.5 23.6 36.0

4.7 28.51935 69.3 25,5 38.5

5.1 ---I.∫1955 90.1

30.1 52.6 7.2 39.91960 64,5 23.6 57.5 8.2 Li4.2

1965 96.4 22.9 64.0 9.Li

49.31970 99,6 20.6 68.3

10.6 53.5l975 102.7 20.6 70.2

ll.9 55.81930-35 4

,8 - 1.9 2.55.56.5 0.4

4.31955-60 4.1 2.4 1

.01960-65 3.0 -4.7 I.2

5.11965-70 3.2 -2.3 4.

3 1.2 4.21970-75 3.2 0.0 1.9 1.3 2

.3資料 1930.35年の人口は,国勢調査報告｡1955年以降の人口は,人口問題研究軌 F昭和32年5
月将来推計人口i.出所 人口問題蒸議会象 F人口自書.転換期日本の人口問題,昭和

34年31959年8月.17ページ｡実際はとうであったかというと, ｢これは目算がはずれ,1963

年には多くなった人口の大部分が,所得が上がったために上級学校に進学するようになり,

若年労働力者の需給はかえって

ひっ迫するという状態になった｡｣19)十年を単位として人口の変動を研究する人口学者は, この時

期どのような問題を指摘して20)いたのだろうか｡舘は,1

954年に ｢死亡率の顕著な改善と ･昭和25年 (1950)以降における急速な出生減退とは,文明国中最も若い現在の人口の老年化傾向を急速に促進しつつ



21)
られる｡｣と指摘したOまた黒田は,1955年に ｢高年化人口学の基本問題｣のなかで,人口高

齢化の社会経済的影響の1つとして.労働力人目の高年化 高年者の雇用の問題を指摘していたO

以上のことから,我が国の高度経済成長が.若年労働力人口の急激な増加を利用したとい

うよりも,時間的関係からは死亡率低下を経験した多産世代がもたらす生産年齢人口の増加

が.高度経済成長を必要としたといえようOまた,1960年代前半は,我が国のIFJ'助力問題に

とって,それまでの慢性的労働力人u供給過剰と失業の問題から,労働力不足へという歴史

的転換をみた時代であったといえよう｡

4 若年労働力の供給減少時代の将来推計

1960年に政府の計画となった ｢所得倍増計画｣は高い成長率を維持することによって,国

民の生活水準の向上と完全雇用の達成を図ろうとするものであったoLかし,計画が策定さ

れた直後から,年齢別人Ljと労働力人口の推言iから.これまで労働力人口の供給過剰の状態

から,労働力不足の経済へと変化することが明らかとなった022)

それは,1960年代後半から新たに労働力人口となる世代が,多産少死の世代から,1950年

以降の出生減退期に出生した世代,すなわち少産少死世代に替わってきていることによるも

のである｡と同時に経済成長の結晃 子供により高い教育を与えることが社会全体としても

また鍬ことっても可能になってきたことが.図1に見られるような25歳未満の労働力率低下

の要因ともなったからである｡

このような人口の年齢構成の変化と社会の変化の結果,1964年に策定された ｢中期経済計

画｣以降の経済計画では,労働力人口の推計の内容は次のように豊富なものになってきたO

第 1に, これまでの労働力人口の推計と同様な,労働力人口の総監 すなわち人口の年齢構

成の変化にともなう労働力人口の供給余力の推計をおこなう｡第2に,高い経済成長率のも

とでの労働力の総量と産業別労働力需要を,産業別労働生産性などの指標をもとに推計する｡

そこでは労働力率が50%前後の中高年女子の吸場進出を見込むO第3に,産業別に,既就業

者からの死亡･退職,新規学卒就業者による増加など,いわば ｢自然増加｣による産業別就

業者を計算し.産業別労働力需要と比較したOその結果を基に産業間の就業者の転職者数を

推言付 る喜3)

以上のような検討結果から,経済成長率や労働力の産業構造の変化の可能性を検討してい

る｡ このような推計方法は.その後に行われた経済計画や労働力問題についての長期展望に
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24)
おいても採用されている｡

5 人口高齢化期の労働力人口の将来推計
:2000年までの課題

我が国の人口は,2015年ころまで,人口高齢化が急速に進行し.その後高齢者の割合は安

定する｡また,高度経済成長を担ってきた多産低死世代の雇用労働者は,次第に定年退職を

迎えることになるoLかし,新たに労働力人口となる世代は,少産少死世代であり.労働力

人口の増加はあまり期待できない｡そこで最後に,このような時期における労働力需給の間
25)

題点を最近の労働力推計の結果をもとに整理してみよう｡

第 1に,労働力人口の増加が小さくなるとともに,余供給余力の中心が中高年女子と高齢

者になる｡1980年に5,650万の労働力人口は.2000年には6,410万と20年間に763万増加すると

みられるが,その年平均増加率は0.4%にすぎない｡これは女子の労働力人uの増加273万と高

齢の労働力人uの増加によるものである｡

第2に,1950年代に黒田が指摘したように労働力人LJが急速に高齢化する.1980年から2000

年までの間の55歳以上の労働力人口は,562万増加すると推計されている｡高齢労働力者の増

加は,労働力人口全体の増加の74%を占めるものとみられる｡その結果 労働力人tjに占め

る55歳以上の労働力人口の割合は.1980年の16.1%から2000年には23.0%に達するO

第3に,産業構成における第3次産業化が遊行する｡第1次産業就業者は.高齢者の引退

なとにより,1980年の576万から160万も減少するものとみられる｡ これまでの労働力人口の

増加を吸収してきた第2次産業は高い生産性の向上が期待され,就業者の増加は70万と推計

されているoLかし,第3次産業は,国民生活の変化に伴うサーヒス需要の増大を反映し就

業者が,1980年の3,035万から2000年には4,027万へと増加するものとみられている｡

第4に,失業の発生が予想される｡今後20年間に行われるとみられる産業構造の変化は,

産業間の就業移動を必然的にもたらすが. こうした転職者の年齢は高く,しかも女子の戦場

進出によって再就職を固執こしているからである｡

要するに今後は,中高年齢者を対象とした雇用の拡大･創出が必要であるとしている｡

しかし,よく考えてみるとこれからの中高年齢者は,1950年代後半以降に働きだした世代

であることから,けっきょくこれまでの数十年にわたる労働力人口の推計の主たる対象がこ

の世代をlf,心としてきたといえようOすなわち,この世代は多産少死の性格をもった世代で,

生産年齢に達する以前の戦前と戦争直後には,1950年代以降に若年労働力人口の増加をもた
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らすとされ,1960年代からは産業構造の変化をもたらす転職者,さらに1980年代以降に定年

の年齢に近くなると再就吸か支業かが問題とされているからである｡

6 ま と め

これまで労働力人口の推計の内容が,それぞれの時代の問題と人口の年齢構成の変化に大

きく影響を受けてきたことをみてきた｡ これを要約してみようO

労働力人口の増加が経済の成長をうわまわる時期には,失業が大きな問題であり, このよ

うな時期には近い将来における労働力人口の供給量の予測が重要であった｡男女 年齢別の

労働力率が安定しているので.労働力人口の変化は生産年齢人口の動向に大きく影響される

こと,したがって,年齢別人口の将来推計から精度の高い労働力人Uの供給量予測か可能で

あった｡

ところで出生率が低下した後の世代すなわち少産少死の世代が生産年齢に達しはじめると,

若年労働力人口の増加が少なくなり,第 1に経済成長が必要とする産業構造の変化にとって,

既就業者の産業間移動が重要となり,第2にこれまで労働力率が低かった女子と高齢者が労

働力人口の供給源と考えられはじめたO

(汰)

i)給理府統計局,F労働力調査解説』 (統計局調査貿料第5号),1950年7月,1-2ページO
2)人口食塩間道調査会,F人口食格間題調査会人口部答申説明』,1930年4月,164ペ-ジo (この記
述は,広島清志.r現代日本人口政策史小論- 人口資質概念をめくって (1916-1930)- ｣.F人
口問題研究j第154号,1980年4月,51ページ.による.)

3)上田貞次取 ｢我国現下の失業と人Lj問題｣,F日本人口問題研究J.請-軌 1933年7月.52ペー
ジ｡ (この論文は,前年の1932年10月,社会立法協会主催の社会政策会議における失業問題に関する

報告をまとめ.F社会政策時報j第146号に収録されたものである｡)
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